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２０２３年度中央社保協 第８回運営委員会報告 

２０２４年３月６日（水）１３時３０分～ 日本医療労働会館会議室・オンライン 

 

【出席確認】下線欠席 
○運営委員 
 白沢<山崎>（障全協）、日野（新婦人）、今井〈宇野〉（全商連）、西野（全生連） 
 藤原（農民連）、民谷（福祉保育労）、村田（全教）、廣岡（年金者組合） 
 五十嵐（医労連）、曽根（保団連）、梅津（共産党）、中本（国公労連） 
 檜山（自治労連）、大島（医療福祉生協連）、（民医連）建交労 
 

沢野（北海道）、高橋（宮城）、段（埼玉）、藤田（千葉）、窪田（東京） 
根本（神奈川）、藤牧(石川)、小松（愛知）、寺内（大阪）、楠藤（徳島） 
日高（鹿児島） 

 
○事務局 

林・大嶋（事務局）、上所（保団連）、山本（民医連）、香月（全労連） 
 

＜報告事項＞                                 

 

 

＜報告事項＞                                 

＜トピックス＞ 

 各委員からの特徴的な報告 

 

＜報告・相談事項＞                                

1. ２０２３年度全国代表者会議振り返り 

 ２０２４年２月１２日（月・祝）１３：３０～１６：３０  全労連会館２階ホール 

 参加：４６都道府県、１００名 

 発言通告提出：１８件 うち、発言：１２件 代読：６件 

※ ８月１０日総会に向けて、発言保障のためどのようにするかご意見いただきたい。 

 会場参加を保障するため、１日開催の場合は１１時～１６時半ぐらいが目安 

 ２０名の発言保障 

 発言時間を５分から１０分、さらに質疑を追加 

 トータルで４時間程度（休憩含め）かかる 

 

2. 第５１回中央社保学校 from 大阪 

第２回実行委員会：２０２４年２月２９日（木） 

日時：２０２４年８月３１日(土)１３時開会～２０２４年９月１日(日) １５時半閉会 

会場：大阪民医連（定員 100 名まで）＋オンライン併用 
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テーマ 

 近畿から政治をかたろう 

 震災復興と自治体問題 

 若い人たちと考える社会保障の未来 

① 第５１回中央社保学校講師・スケジュール案 

 ２０２４年８月３１日（土） 

１３：３０ 第１講座「震災復興と自治体問題」（１５０分） 

  田中正人先生 追手門学院大学教授 

教員情報  - 田中 正人  | 追手門学院大学 (otemon.ac.jp) 

１６：００ 指定報告：石川社保協・自治労連 

 ２０２４年９月１日（日） 

０９：００ 第２講座「政治と社会保障」（１８０分） 

 冨田宏治先生 関西学院大学副学⾧・教授 

http://researchers.kwansei.ac.jp/view?u=341 

 桜田照雄先生 阪南大学・教授 

https://researchmap.jp/read20200524 

１３：００ 第３講座「若い人たちとともに考える社会保障の未来」（１２０分） 

  コーディネーター：⾧友先生 

  登壇者：４名程度？ 

② 参加費について 

  第５０回社保学校参加費の際 

 １日 １，０００円 ※２日で２，０００円 

③ 社保学校までのテンポ感 

4 月 10 日（水）第 51 回中央社会保障学校参加要項・チラシ通知 

8 月９日(金)  参加登録締め切り日（ZOOM 情報は自動返信） 

8 月 10 日（土）第 68 回総会（第７回運営委員会にて確認） 

8 月 16 日（金）講師資料集約締め切り 

8 月 31 日(土) 第 51 回中央社会保障学校開催（～９月 1 日） 

※ 資料集の印刷は行わない。データで提供する。 

 

3. 共闘関連 

① 25 条共同行動実行委員会  

 ５月１６日（木）第１議員会館大会議室 

② 子ども医療全国ネット 

③ 現行の健康保険証を残してください署名提出行動 

２０２４年４月２５日（木）に署名提出を行うことを確認した。医団連会議なし 

 

2



4. 各種部会 

① 国保部会  

 ６月１日（土）または８日（土）に国保改善運動学習交流集会 

② 介護・障害者部会 

 厚生労働省レク、介護署名提出行動 

 介護７団体 

訪問介護の基本報酬マイナス改定について、議員懇談・声明 

2/14 議員懇談打ち合わせ 

 

 

＜協議事項＞                                  

1. 「軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める請願署名」第２回提出行動 

２０２４年３月２５日（月） 第１議員会館第１会議室（６６名） 

１２：００～１３：００ 国会内集会（国会議員への案内文に記述） 

１３：３０～１４：００ ２５日宣伝？ 

１４：００～１６：００ 署名提出行動 

※ 国会議員への案内を解決できれば、２５条宣伝と集会を国会前で一緒に出来ないだろうか 

 進行 

 開会あいさつ 

 国会議員あいさつ・署名提出 

 指定発言（署名についての発言ではなく２５条に関連する発言であればよいか？） 

 

 

 

 

今後の予定                                  

◆２０２３年度運営委員会日程（第一水曜日を基本） 

次回の運営委員会 2024 年４月３日（水）１３時３０分～ 

 会場参加とオンラインの併用（日本医療労働会館２階会議室） 
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中央社会保障推進協議会 2024 年 3 月４日 23-30 号 

110-0013 東京都台東区入谷 1-9-5 医労連会館 5 階 

電話 03-5808-5344 FAX03-5808-5345 

メール ｋ25＠shahokyo.jp  HP https://shahokyo.jp/部内資料 

中央社保協ニュース  
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介護をよくする東京の会

第１５期総会
日時：２０２４年３月６日（水）１０時半～１１時半 総会

場所：東京労働会館５階東京地評会議室

＜総会資料＞

第１４期活動まとめ案     （１）

第１４期会計報告案   （８）

第１５期活動方針案   （９）

介護をよくする東京の会 ご賛同のお願い （１０）

介護をよくする東京の会 申し合わせ事項 （１１）

＜参考資料＞

都内自治体 介護給付準備基金調査結果 （１２）

2023.6 財政制度審議会（介護関連）資料 （１７）

介護保険事業（支援）計画について （２６）

2023 国会宛介護請願署名   （３０）

2023.9 介護７団体対厚労省交渉報告       （３１）

23 年都民生活要求大運動実行委員会（介護関連）対都要請項目と回答・記録 （３９）

「東京都における介護に関する要請書」と記録 （５２）

東京都の介護報酬改定等に関する緊急提言（2023.10）        （５７）

介護・認知症なんでも電話相談のまとめ概要  （７２）

国機関への意見書（中野、練馬区議会）   （７９）

訪問介護基本報酬改定・意見 （８１）

東京都高齢者保健福祉計画概要・意見        （８７）

2023.1.24 学習会チラシ （９７）
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第１４期「介護をよくする東京の会」活動まとめ（案）

                ２０２４年３月６日

介護をよくする東京の会 総会

（１）はじめに

第 14 期の介護をよくする東京の会は、2023 年 3 月 15 日に髙梨達也さん（全日本民医連

介護・福祉部）を講師に、2024 年度からの第 9期介護事業計画を見据えて「介護保険制度

の見直しをめぐって～『給付と負担』の審議経過と見直しの内容～」と題した学習会と総会

を 32 名（Web19 名＋会場 13 名）の参加で開催し、活動を開始しました。

第 14 期の重点方針として①介護利用料の２、３割負担層の拡大、多床室の室料負担、介

護保険料値上げ、福祉用具購入化をはじめ、要介護１・２の生活援助の保険外し、ケアプラ

ン利用者負担導入、補足給付改悪、被保険者・受給権者範囲の見直しなどこれ以上の改悪を

許さず、介護保険制度の充実を求めていきます。②介護従事者確保のために「介護職の専門

性」について周知啓発するとともに、処遇改善などの具体的施策の実現を都や国に求めてい

きます。③第８期介護事業期間における介護事業の実態を把握し、第９期に向けて改善の取

り組みを進めます。④「介護保険制度の抜本改革提言（案）」に関する論議や介護学習会の

実施に取り組みます。の 4点を掲げ、原則月一回の定例会議で確認・論議しながら取り組ん

できました。第 9期前年ということや一昨年よりの介護制度改悪の取り組みが波及して、例

年より諸団体が企画した介護学習会への講師要請が多くあったのではないかと思います。

（２）介護保険制度をめぐる情勢

厚労省の社会保障審議会介護保険部会では、「史上最悪の介護保険制度改定」8項目のう

ち法改定の伴わない改悪①高所得高齢者の保険料の引上げ②利用料 2割負担の対象者拡大③

老健、介護医療院多床室有料化を第 9期にねじ込むための論議が行われてきました。とりわ

け②に関してはいっせい地方選挙後に結論としていたのが強まる批判を受けて年末までにと

先延ばしとなり、最終的に厚労省は「第 10 期までに結論を得る」として実施を断念しまし

た。

断念させた背景には、第 13 期において「史上最悪の介護保険制度改定」に対する取り組

みが、介護事業関係者をはじめとして大きな世論や運動となり、通常国会に改悪法案提案さ

せなかった経験がありました。今期も 9月から署名を開始し、昨年来からの介護 7団体（公

益社団法人認知症の人と家族の会、21 世紀・老人福祉の向上をめざす施設連絡会、いのち

と暮らしを脅かす安全保障関連法に反対する医療・介護・福祉の会、守ろう！介護保険制

度・市民の会、全国労働組合総連合、全日本民主医療機関連合会、中央社会保障推進協議

会）として連携しながら集会など具体的な運動に取り組んできた事です。

  2022 年には介護分野の「入職超過率」が初めてマイナスになり、介護職不足が一層深刻

になっていることが示されました。東京の 65 歳以上の高齢者 320 万人で今後も増加し続け

るとともに、要介護認定率も年々上がり 20.3%（2023 年）となっています。一方で介護職の

有効求人倍率が東京では 6.37 倍、全職種平均 1.19 倍（全国平均は 4.45 倍、全職種平均

1.48 倍）と全国に比べて異常な状態が継続しています（2021 年）。介護職員は 2025 年には

全国で約 32 万人、東京で約 3.5 万人不足すると予想されています。国はこうした予測をし

ながら、一向に有効な手立てを取ろうとせず、「ロボットやＩＣＴの活用による介護現場の
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生産性の向上で人員配置基準の引

き下げ」「保険外サービスの活

用」に傾倒しています。そんな中

で都は、来年度予算で「国が必要

な見直しを講じるまでの間」とし

て介護職員・介護支援専門員居住

支援特別手当新規事業（介護保険

サービス事業所の職員等に月額 1

万円、勤続 5年目までには 1万円

加算）に 285 億円を計上しまし

た。職員不足対策への私たちの繰り返しの要請が東京都の認識となり、一定の成果につなが

りました。

2023 年の老人福祉・介護事業所の倒産件数は 122 件（昨年最高 143 件）となって過去 2

番目、休廃業・解散も 510 件（昨年 495 件）と過去最多を更新しています。中でも訪問介護

事業者の倒産は過去最多を大幅に上回る 67 件に達しています。人手不足や競合激化での倒

産やその前に事業継続を断念した比較的小規模な事業所、すなわち地域に密着した事業所が

多いという事です（2024.1.7 東京商工リサーチ）。

2024 年度は介護報酬改定の年でもあります。今回の改定は全体で 1.59%のプラス改定でし

たが、コロナ禍や物価高騰の中ではそれを埋めるだけの改定とは言えません。そのうち処遇

改善分として 0.98%としていますが、依然として全産業平均との差を埋めるには程遠い水準

です。なおこの間の処遇改善では、ケアマネージャや訪問看護師など職種によって対象から

外されたため、不公平感を生み出すとともに、それらの職種が大きく不足するという状況も

作り出しました。とりわけ訪問介護の基本報酬に対しては、2%超の引き下げが示され、この

まま実施されれば、訪問介護事業所の存続どころか在宅介護サービスが崩壊し、深刻な介護

難民、介護離職になり兼ねません。これに対しては多くの関連団体やヘルバーが抗議の意思

表示を行っています。

介護を巡る諸問題は制度改悪が続く中で増々困難、深刻、そして身近な問題となってきて

います。だからこそ介護関連組織の違いを超えて多くの点で一致した要求になり、広範な層

と結びつく可能性があります。介護保険制度の抜本的な改善をめざして、「介護保険制度の

抜本改革提言（案）」の普及、論議を一層進めて、制度改悪をこれ以上許さず、改革の方向

へ世論と運動を国民の中に広げてゆくことが求められる情勢となっています。

（３）第 14 期の取り組み

ほぼ毎月 1回の定例事務局会議では、事務局団体の活動状況を交流するとともに、時々の

介護情勢について論議・情報交換・取り組みの具体化を行ってきました。

14 期重点方針の①については、「史上最悪の改定」と言われた 8項目に対して、署名・

宣伝、学習会等の取り組みを行い、多床室の室料負担、介護保険料値上げ、一部福祉用具の

購入化以外については、９期での導入を見送らせる成果をあげることができました。②につ

いては、介護職の専門性についての周知啓発に取り組むことはできませんでした。③につい

ては、前期に引き続き回答のない都内自治体に対して「第 8期への介護給付費準備基金繰入

調査」を行い 52 自治体より回答を得ることができました。次期へ向けての情報交換会を 4

回開催し、実態や情報交換を一程度行うことができましたが、重層的支援体制整備事業や地

2023 年 10 月 27 日 都民生活要求大運動実行委員会対都交渉
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域支援事業など事業実態を全体的に掴

むところまではいきませんでした。④

については、テーマとして単独に取り

上げて普及することはできず、学習会

講師などの折に触れての紹介に留まり

ました。また、中央社保協が行った

「介護保険制度の抜本的改革提言」の

改定案に対して検討、意見を述べまし

た。

また、第 9期にむけて各自治体で事

業計画案が出されることから、それら

へのパブコメの取り組みを呼びかける

とともに、東京都の「高齢者保健福祉

計画中間まとめ」に対して意見を提出

しました。足立区では事業計画説明会に 60 名以上が参加し、パブコメには 800 件以上の意

見が寄せられた結果、区の介護保険料値上げ提案に対して与党会派からの意見が出され、最

終的には前期より保険料が値下げとなりました。練馬社保協は、第 9期高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画案全般について意見をまとめ、パブコメに応じました。また、情報収

集する中で、事業計画内容へ保険料等の数字記載の有無、説明会の開催や意見募集の有無な

ど自治体によってまちまちな事が解り、可能な限り調査することになりました。

さらに介護報酬改定に対しても、訪問介護の基本報酬引き下げに対して中央社保協などか

ら意見提出が呼びかけられ、厚労省に対して意見を提出しました。

事務局会議で毎回議題として掲げていた「東京独自問題テーマ」とした学習会は今期も具

体化することが出来ませんでした。

陳情・請願の取り組み

昨年と同様に 2023 年版国会宛「介護保険制度の改善、介護従事者の処遇改善を求める請

願」署名（目標 50 万、前回到達 47 万筆）のスタート集会が 9月 1日に開催されました。年

内には 6.6 万筆を超える署名の到達となりました。今年も東京民医連は、目標である 1.8 万

筆を 1月には超過達成しました。2月 29 日の国会提出行動では、累計 23 万筆超となったこ

とが報告されました。中央社保協が厚労委員に請願への紹介議員のお願いを一括して送付

し、地元で議員訪問をし

て紹介議員要請を行う段

取りを組みましたが、で

きませんでした。

また、千葉社保協から

協力要請のあった東京高

裁で逆転勝訴となった天

海訴訟の最高裁宛「公正

な判断を行ってください

要請書」署名に取り組み

ました。

2023 年 10 月 19 日 ＃いのちまもる総行動

2023 年 5 月 22 日 国会署名提出行動
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中野区議会は「介護報酬のプラス改定を求める意見書」、練馬区議会は「医療・介護・障

害福祉分野における処遇改善等を求める意見書」を国へ提出しました。

なお、請願項目のいくつかについては、自治体が国に同じような内容で要望をしていま

す。つまり、自治体とも要求で一致しているということです。今後、その点を鑑みながら議

員や会派懇談をしながら陳情・請願を行っていくという検討も必要ではないでしょうか？

要請行動の取り組み

毎年の大きな柱である「都

民生 活要求大運動実行委員

会」での対都予算要求に関し

て、今回の介護分野からの要

求は、これまでの回答・懇談

を踏まえて、33 項目を掲げ

ました。それに対する都回答

を受けて、懇談する 12 項目

を絞り、10 月 27 日の対都要

請行動に臨みました。

さらにその懇談結果を受け

て重点 5項目を選び、日本共産党都議団を介して日程調整を行い都予算案発表前の 1月 12

日、都の担当者と懇談を行いました。職員に向けた都知事の新年あいさつの中で、「国は 6

千円の賃上げをしようとしているが、住宅費や生活コストが高い東京では、支援をより手厚

くしていく」と表明があった直後だったので、その内容について聞くことができ、また介護

職員不足に対しての都の危機感を感じることはできました。一人夜勤問題に対しては、配置

加算を取ったとしても経営上は赤字になるという具体的な数字をあげて迫り、どの様な環境

で夜勤を行っているのか実態調査を求めました。どの項目についても私たちの要望の背景を

伝えることはできましたが、前進回答はありませんでした。

介護・認知症なんでも無料電話相談

今期も 11 月 11 日には、13 回目となった社保協、認知症の人と家族の会主催の「介護・

認知症なんでも無料電話相談」の東京会場運営に参加し、相談員 20 名、事務局 7名が参加

しました。当日の相談会は

全国で 30 都道府県（前年と

同じ）、42 カ所・78 回線を

設置して取り組まれ、340 件

（前回 261 件）の相談があ

りました。うち東京会場で

は 120 件中都内と解るもの

77 件（前年 12 件中 6件）の

相談でした。ＮＨＫテレビ

が相談開始時に取材に入

り、昼の首都圏ニュースで

放映されたため、速報が入

2024 年 1 月 12 日 対都重点要求懇談

2023 年 11 月 11 日 介護・認知症なんでも無料電話相談
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り放映されなかった前年に比べて格段に件数が多くなりました。しかし放映前には電話がほ

とんどかかって来なかったことを見ても、加盟組織や様々な機会を通じての独自の周知が相

変わらず弱いことは改善しなければなりません。

相談内容としては、介護疲れや昨年に続いてコロナによる面会制限などによる施設への不

満の相談が多く寄せられました。また、相談というよりは「誰かに話を聞いて欲しかった」

というものや「不満を共有してもらいたかった」という介護制度改悪による負担増給付削

減、深刻な人手不足がコロナ禍や物価高騰で一層深刻化している実態を背景にした電話も多

くありました（詳細は社会保障誌 No.512 参照）。

なお、所属組織以外の相談員については、介護をよくする東京の会から 2千円の費用弁済

をすることを決めました。

学習会

第 9期が迫っていることから 1月

24 日、東京労働会館中会議室と

Zoom+YouTube 併用にて「介護保険

第 9期事業計画、総合事業、保険料を

縦横に語る」と題して、日下部雅喜さ

ん（大阪社保協）を講師に学習会を計

画し、中央社保協が共催となって開催

しました。当日は約 100 名（会場 11

名＋Web アクセス 49）が参加しまし

た。「とてもわかり易く課題や運動の方向性の整理できた」「パブコメにもっと意見を出せ

ばよかった」「制度に疑問と怒りを感じた」「議会質問に活かしていく」など感想や質問も

寄せられてとても好評でした。

その他、諸団体からの講師依頼に対して、事務局メンバーが可能な限り応えてきました。

なお従来、総会と抱き合わせでも学習会を開催していましたが、次期は第 9期に入ってか

らの状況も含めて学習会を実施することとして、総会のみの開催としました。

集会、宣伝行動など

介護をよくする東京の会及び構

成各団体はともに、介護ウエーブ

として位置づけられた巣鴨駅前

「４の日宣伝行動」や医療関連協

が取り組んでいる上野駅前の「サ

タデーアッピール宣伝」に参加し

てきました。

また、中央段階で開催された介

護関連の国会署名提出・議員要請

行動や学習会・集会への参加をし

ました。
2023 年 4 月 14 日「４の日宣伝行動」巣鴨駅前

2024 年 1 月 24 日 学習会
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（４）活動日誌

2023 年

3 月 15 日 第 14 期総会・学習会 5階東京地評会議室＆Web

講演「介護改悪の動向」講師 高梨 達矢 全日本民医連介護・福祉部

3月 25 日 サタデーアッピール宣伝上野駅広小路口

3月 29 日 第 2回介護署名提出行動と厚労省交渉 参議員会館＋Web

5 月 10 日 第 1回事務局会議

5月 14 日 介護署名提出前ラスト行動 上野駅広小路口

5月 22 日 最終回介護署名国会提出行動 第 2衆議員会館多目的室

6月 06 日 介護 7団体共同厚労省要請行動

6月 08 日 軍事費の拡大はなく社会保障の充実を求める集会 第 1衆議員会館大会議室

6月 14 日 第 2回事務局会議

6月 17 日 サタデーアッピール宣伝 上野駅広小路口

7月 05 日 中央社保協総会 全労連会館 2 階＋Web

7 月 12 日 第 3回事務局会議

7月 14 日 ４の日宣伝行動 巣鴨駅

7月 22 日 国分寺社保協 介護保険学習会 講師：森永さん 本多公民館ホール

7月 28 日 都民生活要求対都予算要望書提出

8月 14 日 ４の日宣伝行動 巣鴨駅

9月 01 日 介護署名キックオフ集会 オンライン

9月 13 日 第 4回事務局会議

9月 14 日 ４の日宣伝行動 巣鴨駅

9月 29 日 介護 7団体厚労省交渉、記者会見 介護負担増の撤回、報酬の大幅引き上げ

10 月 05 日 都民生活要求重点要望提出

10 月 09 日 全国介護学習交流集会 全労連会館 2階＋オンライン

10 月 11 日 第 5回事務局会議

10 月 14 日 ４の日宣伝行動 巣鴨駅

10 月 19 日 ＃いのちまもる総行動 日比谷野音＆パレード

10 月 27 日 都民生活要求大運動実行委員会 対都予算交渉 都庁第 2庁舎ホール

11 月 02 日 軍事費の拡大はなく社会保障の充実を求める集会 第 1衆議員会館大会議室

11 月 08 日 第 6回事務局会議

11 月 11 日 介護・認知症なんでも電話相談 地評 5階会議室

11 月 14 日 介護活動月間「４の日宣伝行動」 巣鴨駅前

11 月 25 日 サタデーアッピール宣伝 上野駅広小路口

12 月 04 日 国会署名提出行動 参議員会館 B107 会議室

12 月 13 日 第 7回事務局会議

12 月 14 日 ４の日宣伝行動 巣鴨駅

12 月 16 日 サタデーアッピール宣伝 上野駅広小路口

2024 年

1 月 10 日 第 8回事務局会議

1月 12 日 重点要望 対都懇談 都議会控室

1月 14 日 ４の日宣伝行動 巣鴨駅
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1 月 24 日 学習会「介護保険 第 9期事業計画、総合事業、保険料を縦横に語る」

中央社保協共催 中会議室＋Web 併用

講師 日下部雅喜さん（大阪社保協）

1月 27 日 サタデーアッピール宣伝 上野駅広小路口

2月 14 日 第 9回事務局会議、４の日宣伝行動 巣鴨駅

2月 24 日 東京高齢期運動連絡会総会 東京都生協連会館 3階会議室

      講演「病や障害とともに生きる 語り・学び・遊び・要求する継続的な地域

の活動を」 講師 森永伊紀さん

2月 29 日 国会署名提出行動 参議員会館 B109 会議室

＜事務局会議の定例日：毎月第 2 水曜日 10 時～、東京地評会議室＞

3月 06 日 10 時～ 第 10 回事務局会議

第 15 期総会 5階東京地評会議室
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第１５期「介護をよくする東京の会」活動方針（案）

                             ２０２４年３月６日

介護をよくする東京の会 総会

第１４期介護をよくする東京の会は、史上最悪の制度改定において、法改悪が必要な項目の

２０２３年通常国会への法案提出を断念させた一定の成果の下で、残された改悪項目を実施さ

せず、第９期介護保険事業計画、介護報酬改定に向けて制度や課題の改善を求める活動を継続

して一定の成果を勝ち取ってきました。

第１５期はこうした活動を踏まえて、引き続き第９期の介護保険料の引き下げ、多床室の有

料化中止、利用料に反映しない形での介護報酬引き上げの実現を３月末まで追求していきま

す。また第９期に入ってからは、都内自治体の介護保険料、介護給付準備基金の活用状況、事

業計画の内容等について調査や情報収集を行い、従来総会開催時に行っていた学習会を活動交

流を含めた形で時機を見て開催していきます。

さらに３年後の第１０期に狙われている「利用料２割層の拡大」「ケアプラン有料化」など

の改悪を許さない取り組みを引き続き行っていくとともに、「介護保険制度の抜本改革提言

（案）」を諸団体・個人に広げ、学習、論議をする中で、内容をさらに豊かにしていきたいと

思います。昨今、諸団体から介護学習会の講師要請が多々寄せられているのも昨年来の取り組

みの反映と思われます。

活動の軸の一つである対都・議会会派要請、懇談の取り組みもこれまでの経験を活かして、

懇談時期や内容についてさらに改善していきます。要請項目を研ぎ澄ましていくとともに、行

政や会派の考えを引き出し、それに応じた切り返しをしていくなどの取り組みを強めることが

必要ではないでしょうか。私たちの繰り返しの要請に対して、都はようやく危機感を強め、重

い腰を上げて介護従事者不足の解消へと一歩踏み出しました。制度があってもそれを担う人が

いなければ介護崩壊となり、介護従事者確保は待ったなしの課題です。従事者確保も含めて、

都や自治体の責任をしっかりと果たさせるための取り組みが必要です。

会として各自治体の地域支援事業やようやく具体的な取り組みとなりつつある重層的支援体

制整備事業の状況をつかむことが出来ていません。国や都も実態や課題を把握できていないの

ではないでしょうか。第１５期では、具体的な問題点や改善点を明確にして、改善提案が出来

るよう、可能な範囲で諸団体や関係者へ働きかけて、実態を掴んでいく必要があると思いま

す。それは、狙われているさらなる改悪を許さないためにも有用な事です。

介護をめぐる状況はますます深刻になっており、要介護者とその家族、介護従事者、介護事

業所だけではなく、広範に国民的な問題となりつつあります。私たちは、一般的に社会保障に

対する考え方そのものが根底から崩され、運動基盤も弱体化してきている事を念頭にしながら

も、そうした面も捉えて、介護保険制度の立て直しを見据えた運動を広げていきましょう。

会の活動のあり方についても見直しや論議をしながら、以下の課題を重点に取り組みます。

①介護利用料の２、３割負担層の拡大、介護保険料値上げ、要介護１・２の生活援助の保険

外し、ケアプランの有料化、補足給付改悪などこれ以上の改悪を許さず、介護保険制度の

充実を求めていきます。

②介護従事者確保のために「介護職の専門性」について周知啓発するとともに、処遇改善な

どの具体的施策の実現を都や国に求めていきます。

③第９期の実態を把握に務め、情報交流をして改善の取り組みを進めます。

④「介護保険制度の抜本改革提言（案）」に関する論議や介護学習会の実施に取り組みま

す。

⑤加盟団体や個人を増やし、連携、連帯した取り組みを行っていきます。
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提出した署名の累計は 筆 

日 時 ６月１３日(木) 

原告の方

には交通

費がでま

す。 

判決日確定！ 
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（判決全文・弁護団声明を掲載しています） 

2024.2.23 

 

2024年 2月 22日、津地方裁判所民事部（竹内浩史裁判長）は、桑名市・四日市市・津市・
松阪市在住の生活保護利用者（提訴時 27名）が桑名市・四日市市・津市・松阪市を被告とし
て提起した裁判で、保護費の減額処分の取消しを命じる原告勝訴判決を言い渡しました。 

今日までに言い渡された 28の判決（うち 2つは高裁判決）のうち、2021年 2月 22日の大阪
地裁判決、2022年 5月 25日の熊本地裁判決、同年 6月 24日の東京地裁判決、同年 10
月 19日の横浜地裁判決、2023年 2月 10日の宮崎地裁判決、同年 3月 24日の青森地裁
判決、和歌山地裁判決、同年 3月 29日のさいたま地裁判決、同年 4月 11日の奈良地裁判
決、同年 5月 26日の千葉地裁判決、同年 5月 30日の静岡地裁判決、同年 10月 2日の広
島地裁判決、そして同年 11月 30日の名古屋高裁判決、今年 1月 15日の鹿児島地裁判決、
同年 1月 24日の富山地裁判決に次ぐ、地裁では 15例目、高裁を含むと 16例目の勝訴判
決となります。 

昨年 11月 30日の名古屋高裁での勝訴の後、那覇地裁では敗訴したものの、鹿児島地裁、
富山地裁、津地裁と連続しての原告勝訴判決となりました。これで地裁では、15勝 11敗。一
昨年 5月の熊本地裁判決からは高裁も含めて 14勝 4敗と、厚生労働大臣の処分の違法性
を認める流れには揺るぎがありません。 

 

本判決は、厚生労働大臣が引き下げの根拠となったデフレ調整について、①基準部会をはじ

めとする専門家の意見を無視ないし著しく軽視しており、判断の過程に過誤または欠落があ
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ることが強く疑われるとし、②生活扶助 CPIについても総務省の統計を不適切に利用･改変し
たばかりか、厚生労働省自身が統計を取っていた社会保障生計調査の結果さえも恣意的に

度外視したという批判を免れないとし、③物価変変動の起算点を物価が一時的に上昇した平

成 20年度とすべき合理的な理由はなく、生活扶助基準の引き下げの幅を大きく算出する方
向で、総務省の統計を部分的に切り取って利用し、恣意的な起算点の選択をしたとみられて

もやむを得ないものであるとしています。 

さらに、本判決は、厚生労働省が生活保護費 10％削減という自民党の「選挙公約に忖度」し
たことを一連の裁判で初めて真正面から認定しました。 

そのうえで、「専門的知見に基づく検討が極めて不十分であったにもかかわらず、極めて拙

速に本件改定に及んだのは、上記選挙公約の下で『生活保護バッシング』に現れたような国

民の不公平感・不信感が醸成されていたことを背景に、たとえ専門的知見に反してでも、反

対意見を排除して早急に生活扶助基準を引き下げるという政治的方針を実現しようとしたも

のとみるほかない」と「専門的知見を度外視した政治的判断」を厳しく指摘し、「考慮すべき事

項ではない事項を考慮したもの」として、厚生労働大臣に裁量権の逸脱または濫用があると

しました。 

判決後に開いた報告集会で、弁護団長の石坂俊雄弁護士は、「ほとんど我々弁護団が主張

してきた内容に沿った判決で意味ある判決を得た」と述べました。 

原告の津市の 70代の男性は「8年ぐらい前から生活は本当に苦しかった。ようやく判決を聞
けて良かった」と話していました。 

また、松阪市の女性（70代）も「生活は苦しかった。なぜ苦しまなければいけないのかと思っ
ていたが、きょうの判決でほっとした」と話していました。 

いよいよ残る地裁判決は 4地裁、高裁判決も続々と予定されています。大阪訴訟、愛知訴訟
は最高裁でのたたかいになっています。引き続き、皆さまのご注目とご支援をお願いいたしま

す。 
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［と き］５月24日(金)15:30～16:30 
［ところ］押上駅Ｂ３口（スカイツリーバスターミナル） 

日 時 ６月１３日(木) 

原告の方

には交通

費がでま

す。 

判決日確定！ 
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1 月 26 日から始まった国会では、一刻も早い復旧と復興が求められる能登半島地震被害への対応や、

自民党のパーティー券での「裏金」づくりの実態解明など問題が山積しています。 

憲法と平和をめぐる問題では、安保 3 文書の具体化として大軍拡予算と様々な悪法の上程も計画され

ています。また、岸田首相が「任期中の改憲発議」を主張するもとで改憲に向けた動きが加速することも

想定されるなか、引き続き大軍拡・大増税に反対する運動を広げ、憲法を守り・生かす運動を広げていく

ことを目的に「学習交流会」を開催します。 

ぜひ、多くの方に会場にお越しいただきますようお願いいたします。また、ZOOM によるオンラインで

の参加も可能です。積極的なご参加をお待ちしています。 

 

 

〇 日時：2024年 3月 30日（土）13時 30 分～16時 30分 

 

〇 場所：全労連会館 2階ホール（文京区湯島 2-4-4） 
Zoom ミーティング 

https://us02web.zoom.us/j/89791318421?pwd=OEJIcW1xaG9xVHBkeG1RT1VONjNGdz09 

ID: 897 9131 8421 

パスコード: 056317 

 

〇 内容：① 2022年度総会以降の 

運動の取り組みの報告など 

② 学習会１ 

「緊急事態と議員任期延長問題」 

（法律家 6団体 辻田航弁護士） 

③ 学習会２ 

「改憲をめぐる危険な動向について」 

（東海大学 永山茂樹教授） 

④ 活動交流会 

全国学習交流会 

主催：戦争する国づくりストップ！ 憲法を守り・いかす共同センター 
 

〒113-8462 東京都文京区湯島 2-4-4全労連会館 4F 

TEL 03(5842)5611  FAX 03(5842)5620 
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１ 東京都国民健康保険運営方針の
改定について（答申）

1
21



６月 （国）策定要領を都道府県に通知

９月 第１回東京都国民健康保険運営協議会で国保運営方針改定について諮問

令和６年２月 第３回東京都国民健康保険運営協議会で国保運営方針改定の答申

２月 改定国保運営方針の決定・公表 （国保法第82条の2第7項）

運営方針策定の流れ

11月～12月 国保運営方針改定案について意見公募
国保運営方針改定案について区市町村から意見聴取（国保法第82条の2第6項）

令和５年２月 東京都国民健康保険運営協議会にスケジュール案を提示

＊連携会議①（6月22日）（第１回意見照会）

＊連携会議②（8月25日）（第２回意見照会）

＊連携会議③（11月17日）（第３回意見照会）
＊連携会議④（ 2月5日）

2
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東京都国民健康保険運営方針改定案に係る意見募集の結果について

○意見募集期間 令和５年１１月１６日から令和５年１２月１５日まで
○意見提出数 個人：１７名 団体：５団体 意見数６３件

該当箇所 寄せられた意見等（要旨） 都の考え方

第２章 国民健康保険制度の意義と保険者が果たすべき役割（改定案 P１～２） No

○ 「国保制度は、被保険者間の相互扶助を基本とした社会保険制度であ
り」とあるが、「被保険者間の相互扶助を基本とした」の部分を削除
し、「国保制度は、社会保障制度であり」と訂正すべき。（５件）

〇 社会保障制度は、大きくは、「公的扶助」と「社会福祉」と「社会保険」に分
かれるとするのが、学問上の通説です。

〇 平成１８年３月の最高裁判決（旭川市国保料訴訟）では、「国民健康保険が強
制加入とされ、保険料が強制徴収されるのは保険給付を受ける被保険者を、なる
べく保険事故を生じる者全部とし、保険事故による個人の経済的損害を加入者相
互に分担すべきとする、社会保険としての国民健康保険の目的及び性質に由来す
る」とされています。また、保険料について、賦課総額を世帯主に応分に負担さ
せることは「相互扶助の精神に基づく国民健康保険における保険料徴収の趣旨に
沿う」としており、判例においても、国民健康保険は相互扶助の精神に基づく社
会保険であることが示されています。

〇 平成２９年６月の参議院厚生労働委員会及び平成３１年２月の参議院予算委員
会で、厚生労働大臣は、「国民健康保険は被保険者全体の相互扶助で支えられて
いる」と答弁しており、制度設計者である国も、国民健康保険は相互扶助による
制度であると説明しています。

〇 以上から、国民健康保険制度は、社会保険制度の一つとして、相互扶助の考え
方に立った制度であると認識しており、その旨を記載しています。

１

○ 国保制度は「相互扶助及び公費負担を基本」により運営されることを
明確に記載されることを望む。（３件）

２

○ 社会保険としての国保制度は、「相互扶助及び公費負担を基本」によ
り運営されることを明確に記載すべき。
また、公費負担の拡大、特に国、都の負担増とする方針にすべき。

（４件）
３

○ 国民健康保険制度の基本は、すべての国民が等しく医療にアクセスす
ることができるようにするための憲法に基づく社会保障の一環。その
ように記述を改めてほしい。

４

第3章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（改定案 P2～14）

１被保険者の
概況

5 財政収支の
改善に係る
基本的な考
え方

○ 年金受給者、非正規労働者、零細な事業主など、多く
が減免対象者であり、滞納者も１８％です。払える国
保税にしてください。（３件）

○ 区市町村は、国保財政の安定的な運営を確保し、被保険者の健康を守るため、
保険給付費に見合った保険料（税）率を設定し徴収するとともに、疾病予防のた
めの普及啓発、重症化予防のための効果的な保健事業の展開、医療費通知の実施
及び後発医薬品の使用促進等を通じて医療費適正化の取組を行い、都は広域的な
立場から、区市町村の取組に支援を行うこととしています。

５

○ 国保料(税)がこれまで以上にならないよう、国および
東京都のさらなる財政支出を求める。（3件）

６

○ 計画的・段階的な解消が図られるような応能負担と公
費の投入による取り組みが必要（２件）

７

１被保険者の
概況

○ 被保険者一人当たりの所得は平均値ではなく、中央値
を使用すべきではないか。

○ 厚生労働省の統計数値の多くが平均値であることから、全国との比較のため、
平均値を用いています。

８

5 財政収支
の改善に係る
基本的な考え
方

○ 「一般会計からの法定外繰入を行うことは、給付と負
担の関係が不明確となるほか、国保加入者以外の住民
にも負担を求めることになる。」は削除。

○ 国保財政を安定的に運営していくためには、国民健康保険が一会計年度単位で
行う短期保険であることに鑑み、原則として、区市町村の国保財政において必要
となる支出を保険料(税)や国庫負担金等により賄うことにより、国保特別会計に
おいて収支が均衡していることが重要なため、記載しています。

９

頂いた御意見は、趣旨を踏まえた要約等を行っています。

3

【パブコメ】
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該当箇所 寄せられた意見等（要旨） 都の考え方

第3章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（改定案 P2～14） No

6 赤字解消・削
減の取組

○ 削減すべき赤字とされている「決算補填等目的の法定外一
般会計繰入金の額」のうち、表で示されている「決算補填
等目的」の「③保険料(税)の負担緩和を図るため」を表から
削除し、削除すべき赤字の対象から除外すべき。

○ 国の通知により区市町村が保険料(税)の負担緩和を図るために一般会
計から特別会計へ行う繰入は、「決算補填等目的の法定外一般会計繰
入金」とされていることを踏まえ解消すべき赤字として記載している
ものです。

10

○ 計画的に保険料（税）率の見直しを図る必要がある。とあ
りますが、法定外一般会計繰入等の解消・削減すべき赤字
については、公費負担の拡大、特に国、都の負担増とする
方針にしてください。（2件）

○ 国保財政を安定的に運営していくためには、国民健康保険が一会計
年度単位で行う短期保険であることに鑑み、原則として、区市町村の
国保財政において必要となる支出を保険料(税)や国庫負担金等により
賄うことにより、国保特別会計において収支が均衡していることが重
要です。

○ 決算補填等の法定外繰入の大幅な削減を行った場合、急激な保険料
（税）の引き上げとなり、被保険者に大きな影響を与えることになる
ため、改定案では、「区市町村それぞれの状況等を勘案し、医療費適
正化や収納率向上の取組を進めるとともに、計画的に保険料（税）率
の見直しを図る必要がある。」としています。

11

○「35区市町村」「18区市町村」の根拠を記載すべき。 ○ 都内区市町村の国保財政の決算分析等により設定したものです。 12

○ 自治体による法定外繰り入れを解消すべき赤字と位置付け
ているようですが、この位置づけをやめてください。

〇 国の通知により区市町村において削減・解消すべき赤字は、区市町
村の国民健康保険特別会計における「決算補填等目的の法定外一般会
計繰入金」とするとされています。

〇 一般会計から多額の法定外繰入を行うことは、給付と負担の関係が
不明確となるほか、国民健康保険加入者以外の住民にも負担を求める
こととなり、決算補填等を目的とする法定外繰入について、計画的・
段階的に解消・削減していくこととしています。

13

○ 「医療費適正化や収納率向上の取組を進める」の前に「保
険料(税)の減免制度の拡充や法定公費負担を増やすととも
に」を挿入。

○ 国は、保険料の減免の仕組みは、相互扶助により運営される制度の
理念に鑑みると、保険者が個々の事情を勘案して行うものであるとし
ています。

○ また、国や都の公費負担については法令等により規定されています。

14

○ 「区市町村・都全体の削減目標」及び「新たに法定外繰入
を行う区市町村が発生した場合の対応」はすべて削除すべ
き。

○ また、「「区市町村国保財政健全化計画」及び法定外繰入
等の額、解消予定年次等を見える化し、毎年度公表を行
う。」を削除すべき。

○ 国から示された運営方針の策定要領を踏まえ、都全体の法定外繰入
等の解消目標予定年度、新たに法定外繰入を行う区市町村が発生した
場合の対応方針、解消・削減に向けた対応や都道府県の役割である見
える化等について記載しているものです。

15
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該当箇所 寄せられた意見等（要旨） 都の考え方

第3章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（改定案 P２～14） No

７ 財政安定化
基金の設置・運
用

○ 都又は区市町村の1人当たり納付金額が前年度の額を上回
る場合、前々年度の概算前期高齢者交付金の額が確定前期高
齢者交付金の額を上回る場合、その他安定的な財政運営の確
保のためであれば、東京都が財政調整事業に無条件に財政支
出を行う仕組みとすべき。決算刺余金の積立のみでは、財政
調整事業の財源として不十分。

○ 法令により、財政安定化基金の財政調整事業への積立財源は都道府
県の国保特別会計の決算剰余金とされています。

16

○ 決算剰余金が発生した場合に財政調整事業への積立をする
ことが適切なのか説明が必要。（剰余金発生の要因が保険料
(税)である場合は、保険料(税)として還元すべき）

○ 決算剰余金を財政調整事業へ積み立てることにより、後年度の保険
料(税)の伸びの平準化に活用することができます。

17

○ 「財政安定化基金」の交付も「災害」、「景気変動などの
特別事情」に限らず対応を増やすことが求められる。

○ 財政安定化基金の交付の要件は法令及び条例に規定されています。 18
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該当箇所 寄せられた意見等（要旨） 都の考え方

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項（改定案 P14～23） No

1 保険料（税）の
概要

４ 標準的な保険料
（税）算定方式

○ 均等割保険料の負担を軽減してください。特に子どもの
均等割は廃止してください。（４件）

○ 国民健康保険制度では、全ての被保険者が等しく保険給付を受ける権
利があり、子供を含めた被保険者の人数に応じて一定の負担が生じる
仕組みとされています。

○ 国は、「国保制度において、区市町村は災害や失業などで収入が減少
した方々に、条例を定め、申請に基づき、保険料を減免することが可
能とされており、こうした減免の仕組みは、相互扶助により運営され
る制度の理念に鑑みると、保険者が個々の事情を勘案して行うもので
あり、特定の対象者にあらかじめ画一的な基準を設けて減免を行うこ
とは、明確に法令違反と言えないものの、適切ではない」としていま
す。

○ なお、令和３年6月3日付参議院厚生労働委員会の附帯決議では、
「国民健康保険に導入される未就学児の均等割保険料・税の軽減措置
について、市町村や都道府県等における財政状況を勘案しながら、対
象者や拡充幅の更なる拡充を引き続き検討すること」とされています。

19

２ 納付金及び標準
保険料率の基本的な
考え方

３ 納付金の算定方
法

(2)保険料水準の統一に向けた基本的な考え方
○「将来的に完全統一を目指していくが、」ついて、都内統

一保険料は絶対反対。

○ 保険料水準の完全統一を進めることは、区市町村ごとの医療費水準
を保険料に反映させないことにより、特に小規模な保険者において、
高額な医療費が発生した場合の年度間の保険料の変動を抑えることがで
きるなど国保財政の安定化が図られるほか、都内のどこに住んでいて
も、同じ所得水準・同じ世帯構成であれば同じ保険料水準となり、

被保険者間の公平性の観点から望ましいとされています。
○このため、連携会議における区市町村との協議や都の国保運営協議会で

の議論も踏まえ、現在の運営方針においても、「将来的には保険料水
準の完全統一を目指す」としています。

○ 区市町村間で医療費水準や保険料（税）収納率等の差異があるため、
直ちに完全統一とすることは困難であるため、改定案では段階的に医
療費指数反映係数を引き下げ、令和12年度までに納付金ベースの統一
を目指す、としています。

○ なお都は、毎年度、国民健康保険法に基づき、統一した際の目安とな
る保険料率の標準的な水準を表す「標準保険料率」を算定し、公表し
ています。

20

○ 国民健康保険料の統一化は値上げに直結するので、地域
の実情を考慮して、目標年度は自治体の自主性を尊重する
とともに、国庫補助をさらに増額してほしい。

21

○ なぜ、保険料水準の統一をしなければならないのか、医
療費指数反映係数の引下げ過程において保険料(税)がどの
様になるのかを示すべき。

22
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該当箇所 寄せられた意見等（要旨） 都の考え方

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項（改定案 P14～23） No

３ 納付金の
算定方法

○ 保険料の値上げをしないでください

○ 都は、区市町村の医療給付費等を全額支払う役割を担い、その財
源として、国や都の法定の公費負担等を充てるほか、各区市町村
の医療費水準や被保険者の所得水準により区市町村ごとの納付金
を算定しています。また、納付金を納めるために必要な標準保険
料率を示しています。

○ 各区市町村の国民健康保険の保険料・保険税の賦課方式や料率は、
それぞれの議会で審議が行われ、決定されるものです。

23

４ 標準的な
保険料（税）
算定方式

○ 国保料の賦課に使用している「旧ただし書き方式」の算定方法は、
住民税方式に戻す方針にしてください。(３件）

○ 国民健康保険料所得割額を旧ただし書方式の算定方法とすること
及び国民健康保険料均等割額の算定方法については、法令等に規
定されています。なお、国は、子育て世帯の経済的負担軽減の観
点から、未就学児に係る均等割保険料を令和４年度から軽減して
います。

24

○ 国民健康保険の算定に未収入の幼児や未成年者が１人にカウント
されることが、保険料の高額化と負担を生じている。ここをかえな
いと未収率や保険財政の厳しさは改善されない。

25

第５章 区市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項（改定案 P23～28)

１ 区市町村
の状況

○ 被保険者間の公平性と、情報公開の観点から、現年分と滞納繰越
分を合わせた合計の収納率を公表すべき。

○ 御意見を踏まえ、滞納繰越分の数値も追記します。 26

○ 収納率が低い理由として、「都内の被保険者は、一般的に収納率
が低い傾向にある若年層が多い」「被保険者の異動率、転出入率が
高い」を挙げているが、大阪や神奈川など他の大都市は収納率が圧
倒的に高い。収納率が低い原因がほかにないのか分析して記載すべ
き。

○ 都内区市町村の規模や人口構成の違いもあり、最も収納率が高い
自治体と 、最も低い自治体との間で約 15.47 ポイントの差があ
るなど、個々の自治体により収納に関する状況は様々です。

○ 都は、徴収指導員によるテーマ別研修や区市町村の個別の課題に
応じた実地支援を行うなど、区市町村における適正な徴収を支援
していきます。

27

○ 滞納世帯の実態や調査した結果を記載した上で、収納対策の方針
を記載すべき

○ 滞納世帯の状況については、区市町村がケースごとの事情を考慮
し、対応しています。

28

２ 目標収納
率

○ 対前年差を目標とすることは、都道府県の目標設定の仕方として
は評価できる。しかし、97%～99%の「前年度または前々年度実
績以上」については、「前年度実績以上」とすべき。

○ 御意見を踏まえ、「※ 前年度または前々年度収納率も同区分内で
あることが必要」との文言を追記します。

29

3 収納率向
上対策の推進

○ ５章では、保険料（税）の徴収の適正な実施というまえに、「高
すぎる国保料（税）」という観点なくしてここの議論はすすまない
のでは。

○ 国民健康保険制度は被保険者間の相互扶助による社会保険制度で
あり、制度を維持していく上でも 、 被保険者間の負担の公平性の
確保の観点からも 、財源となる保険料（税 ）の収納確保は重要で
す。

○ 区市町村は、引き続き保険料（税）の納付環境整備による被保険
者の利便性向上等に取り組むほか、滞納となった場合には、納付
相談など、滞納者の状況に応じてきめ細かく対応しており、都は
区市町村の取組を支援することを記載しています。

30

○ 国保料(税)の賦課の仕方に制度的な欠陥や運営上の問題がある。 31
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該当箇所 寄せられた意見等（要旨） 都の考え方

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項（改定案 P34～45） No

２ 特定健康診
査・特定保健指導
の実施

○ 都の取組として 「実施率等が向上した区市町村に対して交
付金を」「実施率が低迷する区市町村に対しては、実地検査
での助言等を行う」と記載されていますが、実施率向上だけ
に着目して交付金による支援をするだけではなく、区市町村
が地域の健康課題として捉えた保健事業、健康保持事業など
にも着目して都はその実施費用支援をすべきでその旨を記載
してください。

○ 特定健康診査・特定保健指導の実施だけでなく、地域の健康課題の解
決に向けて効果的・効率的な保健事業を実施するため、区市町村はデー
タヘルス計画を策定しています。都は、計画の標準化により把握した都
内区市町村の健康状態や健康課題の状況を活用し、区市町村における効
果的な保健事業の実施を支援するとともに、国の予防・健康づくり支援
交付金を活用して区市町村の効果的・効率的な事業を推進することを記
載しています。

32

５ 後発医薬品
(ジェネリック医
薬品)の使用促進

○ 後発医薬品は供給不足が続いており、当分の間改善される
見通しがない中で後発品使用促進だけを強調し、数量シュア
目標を追求することは不適切であり、加入者に適切な薬剤提
供が安定的に行われるための観点から、情勢を踏まえた方針
にすべきです。ましてや供給不足に起因する薬剤費用負担を
加入者に転嫁する国の案には不同意の意思表示をすべきです。
その旨を記載してください。

○ 後発医薬品の使用促進に当たっては、区市町村の取組だけではなく、
関係機関が連携して取り組む必要があります。第四期医療費適正化計画
に掲げる関連施策との整合性を図っています。

33

６ 高齢者の保健
事業と介護予防の
一体的実施の取組
の推進

○ 生活習慣や高齢者の健康持続、介護との連携については、
区も市も保健所の体制強化、人員増によるチ-ムの一員とし
ての役割が果たせる。民生委員や介護事業所の職員との、普
段の情報共有、活動の一体的運用ができる。東京のような大
勢が暮らす地域では、なかなか要望をつかみにくいが、経験
はひろく共有してほしいです。

〇 区市町村は、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組として、
医療情報、介護情報、健診情報などを総合的に分析して地域の健康課題
の把握を行い、関係機関と情報共有・連携しながら高齢者のニーズに応
じた必要な支援を行うこととされています。

〇 都は、こうした取組が進むよう、後期高齢者医療制度の保険者である
東京都後期高齢者医療広域連合と連携し、必要な情報提供を行うととも
に、区市町村の取組状況をヒアリングし、課題を把握したうえで、助言
や先行実施している区市町村の好事例の紹介などを行うことを記載して
います。

34

○ 次の事項を追記を希望する。
１ 医療費の削減のためにも早期発見、早期治療が有効といわ

れる。その意味で、ガン検診・人間ドック・脳ドックの実施
（拡充含め）に向けた取組が行政に求められる。そのための
財政補助を具体化すること。

２ 又、介護予防の観点から、とりわけ高齢者の難聴の方の増
加が問題視される状況下。まず、聴覚検査を自治体で実施す
ること。難聴者への補助制度も求められる。

○ 区市町村国保は、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、医療保
険者として特定健診の実施が義務付けられていますが、がん検診等他の
健診については、医療保険者としてではなく、他の法律等に基づき区市
町村において実施されています。

○ 区市町村国保においては、特定健診とがん検診などの他健診との同時
実施等、被保険者が受診しやすい環境整備に取り組むとともに、他機関
での受診結果の提供等により特定健診の実施率を向上させることが重要
です。

○ 特定健診の項目については、国が「特定健康診査及び特定保健指導の
実施に関する基準」により定めています。

35
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該当箇所 寄せられた意見等（要旨） 都の考え方

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項、第9章 区市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項
（改定案 6章 P29～34、9章 P46～48）

No

６ 都道府県による
保険給付の点検、事
後調整

１ 事務の標準化
２ 事務の効率化に
向けた検討

○ マイナンバーカードと被保険者証の一体化に反対です。
また、一体化に伴う資格確認書の交付という場当たり的対策もや

めてください。（６件） ○ 国は、令和６年12月2日に健康保険証を廃止する法改正を
行ない、施行日以降は、マイナ保険証を保有していない方等
には、当分の間、申請によらず資格確認書を交付するとして
います。

○ 都は、被保険者が必要な医療を受けられるよう、区市町村
が行う資格確認書の交付等の事務について広域的な観点から
支援を行っていく旨を記載しています。

36
○ 保険証の廃止そのものに反対です。現在の方針では、個人情報と

言えるセンスィティブな医療のことが、他の情報にくっつき過ぎた
仕組みです。医療の中でのデ－タ－の共有に意義を認めますが、マ
イナカード紐付けは反対です。

○ 市町村事務処理標準システム等の導入は令和7年度末までに、ガ
バメントクラウド上に構築完了する、は確定でしょうか？

○ 市町村は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法
律に基づき、令和７年度末までに同法に規定する標準化基準
に適合するシステムの利用が義務付けられています。また、
国は、市町村事務処理標準システムについても、標準化基準
に対応してガバメントクラウドに実装し、順次、機能を追加
するとしています。

○ 国から示された運営方針の策定要領を踏まえ、記載してい
るものです。

３7

その他
○ 運営方針の意見提出について、この様なフォーマットを押し付け

るのではなく、自由な記載方法でも意見を述べられるようにしてく
ださい。

○ 改定案のどの部分に対するご意見であるかをわかりやすく
するためにフォーマットをご用意させていただいたものです。

38
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東京都国民健康保険運営方針改定案に係る法定意見聴取結果について 【法定意見聴取】

改定案の事項 寄せられた意見等 都の考え方

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（改定案 P２～14） No

１ 被保険者の概況
（６）都の特殊事情

○ 島しょ地域が存在すること、また、島しょに配慮した事業運
営を行っていくことが言及されており、感謝する次第である。
どのような配慮ができるのか可能な限りお示しいただきたい。

○ 小規模保険者である町村等については、指導検査をオンラ
インで実施すること等により負担軽減を図るとともに、都交
付金等について一定程度配慮した内容としている。
また、保険料水準統一に向けて、賦課方式の統一等に関す

る助言等行っていく。

1

４ 医療費と財政の将来
の見通し

○ 都推計医療費は、令和元年度の一人当たり医療費に元年度か
ら推計年度までの一人当たり医療費の伸び率及び推計人口を乗
じるとあるが、コロナ禍における医療費増大を除くような推計
方法が良いのではないか。

○ 今回の推計は国から配布される「医療費適正化計画関係推
計ツール」により算出している。一人当たり医療費の伸び率
は、平成27年度から令和元年度までの国民医療費の伸び率
から人口の変動、診療報酬改定及び高齢化の影響を除去して
算出しており、令和２年度以降の国民医療費は算出の基礎と
していない。

2

○ ３７ページ（３）特定健診・特定保健指導の推進の中でも最
後に国への要望について述べられているが、９ページ４医療費
と財政の将来の見通し部分に、国へ公費の拡充や財政支援、新
たな仕組みづくりの検討を要望として加えることはできないか。

○ 国民健康保険運営方針は、都と区市町村が一体となって、
財政運営、資格管理、保険給付、保険料率の決定、保険料の
賦課・徴収、保健事業その他の保険者の事務を共通認識の下
で実施するとともに、各区市町村が事業の広域化や効率化を
推進できるよう、都内の統一的な方針として定めるものであ
る。

○ 都は国に対し、国保制度を安定的で持続可能なものとする
ための提案要求を行っている。

3

６ 赤字解消・削減の取
組

○ 赤字解消・削減の取組について、東京都と区市町村間の取組
にとどめることなく、国に対して、更なる財政支援の要望や国
民健康保険事業費納付金の算定方法、国と東京都の公費負担割
合等の見直しなどの根本的な制度改革の要望を記載していただ
きたい。

4

６ 赤字解消・削減の取
組

（１）解消・削減すべき
「赤字」

○ 法定外一般会計繰金について、解消・削減すべき赤字が示さ
れているが、赤字解消・削減の対象とならない「決算補填等以
外の目的」について、区市町村の実態等が反映できるよう考え
ていただきたい。

○ 赤字解消・削減の対象とならない「決算補填等以外の目
的」については、国通知にて事項が定められている。

5

○法定意見聴取期間 令和５年１１月１６日から令和５年１２月１５日まで
○意見提出区市町村数 ２０自治体

10

頂いた御意見は、趣旨を踏まえた要約等を行っています。
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改定案の事項 寄せられた意見等 都の考え方

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（改定案 P2～14） No

６ 赤字解消・削減の取組
（３）削減目標（都全体）

○ 目標を達成するためには区市町村への働きかけだけでなく、
東京都からの支援等を含め、今後進めるとともに、具体例な
どを明記願いたい。

○ 当該目標は、区市町村の国保財政の決算分析や、国の
「新経済・財政再生計画改革工程表2022」 を参考にして
設定している。

○ 都は、解消・削減すべき赤字の額、要因等の分析により
解消年次の前倒し等、必要な助言を行っていく。また、
「区市町村国保財政健全化計画」及び法定外繰入等の額、
解消予定年次等を見える化し、毎年度公表を行うことによ
り区市町村の赤字解消・削減を支援していく考えである。

6

○ 次期運営方針の６年間で決算補填等目的の法定外繰入を行
う自治体が３分の１未満に減少する目標とされているが、現
在の状況も踏まえ、達成可能な目標を定めるよう求める。

7

○ 目指す区市町村数は何を根拠にしたのか提示してほしい。
取り組み姿勢や判断に温度差がある中で、区市町村数を示す
だけでは赤字削減は進まないのではないか。

8

６ 赤字解消・削減の取組
（５）解消・削減に向けた対
応

○ 赤字解消・削減の取組と併せて，更なる国への財政支援の
要望，東京都独自の財政支援などの措置を講じる検討をお願
いしたい。

○ 都内区市町村における令和３年度の法定外一般会計繰入
金の合計額は、約 414 億円、区市町村の国保特別会計の
歳入に占める法定外一般会計繰入金の割合は、都全体で
3.1 ％、全国の合計約 1,281 億円、1.0 ％と比較し、高
い水準となっている。

○ その一方で、令和 ３ 年度の被保険者一人当たりの所得に
対する保険料（税）負担率については、全国平均の9.6 ％
に対し、 都平均は 7.3％となっている。

○ 都は、解消・削減すべき赤字の額、要因等の分析により、
解消年次の前倒し等、必要な助言を行うほか、「区市町村
国保財政健全化計画」及び法定外繰入等の額、解消予定年
次等を見える化し、毎年度公表を行うことにより区市町村
の赤字解消・削減を支援していく考えである。

9

○ 「法定外繰入による赤字補填の解消に積極的に取り組んで
いる区市町村に対し、東京都独自の財政支援策を実施す
る。」旨を「（５）解消・削減に向けた対応」に加えること
を要望します。

○ 都は財政運営の主体として、納付金を下げるための財政支
援について明記してほしい。

７ 財政安定化基金の設置・
運用
（４）財政調整事業について

○ 「都特別会計において生じた決算剰余金を財政調整事業分
として積み立て」とあるが、決算剰余金のみでは、毎年度、
安定的に確保されない可能性もある。加えて、国費等を充て
て、安定的に積み立てを行うことができるように対策を講じ
てほしい。

○ 法令により財政調整事業への積立財源は、都の国保特別
会計の決算剰余金とされている。

10

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項（改定案 P14～23）

１ 保険料（税）の概要
（４）賦課限度額の設定状況

○ 法定額と同額の賦課限度額への統一に対し、東京都として
どこまで厳格に進めるのかを明確にしていただくよう求める。

○ 保険料（税）は、 負担能力に応じた公平なものとする必
要があり、 賦課限度額の引き上げにより 中間所得層の被
保険者に配慮した保険料 （税 ）の設定が可能となること
からも、 法定額と同額の賦課限度額への統一を検討してい
くとしたものであり、時期については、保険料統一の議論
と併せて引き続き区市町村と意見交換していきたい。

11
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改定案の事項 寄せられた意見等 都の考え方

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項（改定案 P14～23） No

１ 保険料（税）の概要
（６）一人当たりの保

険料（税）

○ 専門診療を受診するため、本土の病院へ行くには、交通費、宿
泊料がかかることから、経済的負担が心理的な抑制となり、受診
をためらうことで医療費が低い状況になっていると思われる。

○ 平均的な医療サービスを享受できていない不便な町村に住む被
保険者と、区部の被保険者が同額の均等割を負担するのではなく、
島しょ部に均等割の減額措置があってしかるべき。（2件）

○ 今後の保険料水準の統一に向け、課題ごとにワーキンググ
ループを設置する等して都と区市町村間での議論を深めていく
考えである。町村等小規模保険者に対しては、必要に応じて一
定程度の配慮等検討する。

12

２ 納付金及び標準保険
料率の基本的な考え方
（１）保険料水準統一
の定義

○ 納付金ベースの統一に関して、医療費指数反映係数α＝０にな
ることで、事業費納付金が減る自治体もあれば増える自治体もあ
ります。市区町村にとっては、円滑な市政運営のために都が統一
化の意義や将来像について、都民や議会へ対して説明責任を果た
してくれることを望みます。

○ 保険料水準統一の意義として、区市町村ごとの医療費水準を
保険料に反映させないことにより、特に小規模な保険者で、高
額な医療費の発生等による年度間の保険料変動が抑制可能とな
るとし、財政運営の都道府県単位化を踏まえ、都内のどの区市
町村でも、同じ所得水準・同じ世帯構成であれば同じ保険料と
なるなど被保険者間の公平性が確保される。

○ 今後の保険料水準の統一に向けた検討は、連携会議を中心に
行い、さらに課題ごとに ワーキンググループを設置する等して、
都と区市町村間での議論を深めていく考えである。

13

○ 社会状況を踏まえ、被保険者の過重な負担にならないように、
引き続き、国へ対してはさらなる財政支援と早期の制度改革を要
望するとともに、東京都独自の財政支援の拡充や、事業費納付金
の算定におけるαの段階的引き下げ期間の延長を求めます。

○ 改定案では、αを段階的に引き下げるほか、αの引き下げ等
納付金の算定方法を変更することにより、各区市町村の納付金
が、算定方法を変更しなかった場合と比べ、変動することが想
定されるため、区市町村の状況に応じ、都繰入金の一部を活用
した経過措置を実施するとしている。

○ また、令和８年度の運営方針の中間見直しの際に影響の検証
を行うとしている。

14
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改定案の事項 寄せられた意見等 都の考え方

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項（改定案 P14～23） No

２ 納付金及び標準保険料率の基本的
な考え方

（２）保険料水準の統一に向けた基
本的な考え方

○ 「保険料水準の統一」及び「納付金ベースの統一」を行
う意義、必要性について都の考え方を示していただきた
い。

○ また、これらを推進していくうえでの課題（各区市町村
間の医療費水準の格差や、法定外繰入金の削減の状況
等）についても、都としてどのように捉え、取り組もう
としているのか示してほしい。

○ 保険料水準統一の意義として、区市町村ごとの医療
費水準を保険料に反映させないことにより、特に小
規模な保険者で、高額な医療費の発生等による年度
間の保険料変動が抑制可能となるとし、財政運営の
都道府県単位化を踏まえ、都内のどの区市町村でも、
同じ所得水準・同じ世帯構成であれば同じ保険料と
なるなど被保険者間の公平性が確保される。

○ 医療費の適正化や法定外繰入の解消等の課題につい
ては、本運営方針の該当する各章にて取組等を記載
している。

15

○ 今後、医療費水準を反映しないこととなっていくが、医
療費水準が低い区市町村の負担が増加することが考えら
れる。医療費の適正化において取組み成果をあげている
中、被保険者にどのように説明すべきか考え方を示して
ほしい。

○ 納付金ベースの統一に向け、αの引き下げ等納付金
の算定方法を変更することにより、各区市町村の納
付金が、算定方法を変更しなかった場合と比べ変動
する場合は、区市町村の状況に応じた経過措置を実
施することとしている。

○ 医療費適正化の取組については、国の保険者努力支
援制度の評価対象となっており、都は、都内全体の
健康水準の向上や医療費適正化に資する取組を進め
るため、第四期東京都医療費適正化計画等に掲げる
関連施策との整合性を図り、庁内横断的な連携や関
係団体との連携を進めていく。

16

○ 納付金ベースの統一に取り組むとなっているが、現在の
保険料が低額な自治体にあっては、統一化に向けて、特
段の配慮が必要と考える。

○ 納付金ベースの統一に向け、αの引き下げ等納付金
の算定方法を変更することにより、各区市町村の納
付金が、算定方法を変更しなかった場合と比べ変動
する場合は、区市町村の状況に応じた経過措置を実
施することとしている。

17

○ 保険料水準の統一については、島しょ部の特殊性を考慮
し、島しょ部を除き実施していただきたい。

○ 納付金ベースの統一に向け、αの引き下げ等納付金
の算定方法を変更することにより、各区市町村の納
付金が、算定方法を変更しなかった場合と比べ変動
する場合は、区市町村の状況に応じた経過措置を実
施することとしている。

○ 今後の保険料水準の統一に向けた検討は、連携会議
を中心に行い、さらに課題ごとに ワーキンググルー
プを設置する等して、都と区市町村間での議論を深
めていく考えである。

18

（３）納付金ベースの統一の目標年
度

○ 令和11 年度までにα＝０とし、令和12 年度に納付金
ベースの統一を目指す、など年度目標をそれぞれ分けて
記してはいかがだろうか。

○ 御意見のとおり修正する。 19
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改定案の事項 寄せられた意見等 都の考え方

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項（改定案 P14～23） No

３ 納付金の算定方法

○ 都繰入金の一部を活用した経過措置を実施することについ
て反対するものではないが、都繰入金の本来の目的が阻害さ
れるおそれがあり、都が独自に財政支援をする仕組みが必要
と考える。

○ 国のガイドラインでは、αの引き下げに当たり、都
道府県繰入金の活用が示されている。

20

３ 納付金の算定方法
（５）納付金ベースの統一に向けた

経過措置

○ 「区市町村の状況に応じ、都繰入金の一部を活用した経過
措置を実施する」とあるが、具体的にどのような状況になっ
た場合に、どのような経過措置を実施する方針であるのか示
すべきではないか。（他１件）

○ 納付金ベースの統一に向けた納付金の算定方法の変
更に伴い、一人当たりの納付金額が増加する区市町
村に対して、その影響額の3/4について、都繰入金
の一部を活用した緩和措置を実施する。
緩和措置に活用した都繰入金と同額を一般会計から

特別会計へ繰り入れる。（令和６年度から令和11年
度までの時限措置）

21

第5章 区市町村における保険料(税）の徴収の適正な実施に関する事項（改定案 P23～28）

２ 目標収納率
○ 最終的には、99％以上を目標収納率としているが、全国の

平均収納率が92.8％（P22 H30年度）であることから、
現実的な目標値を設定すべきと考える。

○ 都における令和３年度現年分保険料（税）の収納率
は 91.43％と、全国平均収納（ 94.24 ％）と 比較
すると 、依然として低い。

○ 国保制度を維持していく上でも 、被保険者間の負
担の公平性の確保の観点からも 、財源となる保険料
税 の収納確保は 重要であることから、前年度の現年
分収納率に応じた目標収納率を設定する。

22

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項（改定案 P29～34）

２ 柔道整復師、あん摩マッサージ指
圧師、はり師、きゅう師の施術に係
る
療養費について
（１）区市町村の支給状況･

○ 「柔道整復療養費等については、被保険者に対し、保険給
付の範囲等について正しい知識の普及を図り、支給の適正化
を進めることが重要である」とありますが、被保険者だけで
なく、施術者側にこそ適切な知識の普及が必要なのでは。
（２件）

○ 平成30年４月から、柔道整復療養費の受領委任を
取り扱う施術管理者の届出の際は、実務経験と研修
の受講が要件とされており、研修については、施術
管理者として適切に保険請求を行うとともに、質の
高い施術を提供できるようにすることを目的として
実施されている。

23

（２）支給の適正化に向けた都の取
組
イ 都繰入金による財政支援

○ 「…不正請求等の疑いについて情報提供を受けたときは、
…必要に応じて区市町村に対する情報提供を行うほか、…」
を「…不正請求等の疑いについて連絡や相談を受けたときは、
…必要に応じて区市町村に対する情報提供を行うほか、…」
に替える。

○ 御指摘のとおり修正する。 24

２ 柔道整復師、あん摩マッサージ指
圧師、はり師、きゅう師の施術に係
る
（２）支給の適正化に向けた都の取
組
ウ 指導検査による指導・助言

○ 柔整・あはきに係る受領委任の取扱規程において、都は指
導権限が認められていることから、不正請求事例に対する都
の指導・監査を「実施する」ではなく、「強化する」と明記
していただきたい。

○ 東京都は、関東信越厚生局と共同で、概ね１年以内
に受領委任の取扱いを開始した施術者等を対象とし
た集団指導や受領委任の規程等に違反している施術
者等に対する個別指導を行っている。また、柔道整
復師による療養費の請求内容が不正又は著しい不当
なものであるとの疑義を認める場合は監査を実施し
ている。監査の結果、療養費の請求内容に不正又は
著しい不当の事実等が認められた場合は受領委任の
取扱いの中止の措置を行っている。

25

14
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改定案の事項 寄せられた意見等 都の考え方

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項（改定案 P29～34） No

４ 第三者行為に係る求償事務
（２）取組の強化

○ 「都医師会など」を「東京都医師会など」とする。 ○ 御意見を踏まえ修正する。 26

６ 都道府県による保険給付の点
検、事後調整
（２）大規模な不正請求事案に
係る返還金の徴収等

○ 「保険医療機関等からの不正利得の徴収等の事務のうち、広
域的な対応が必要な事務等について」とあるが、不正請求事
案だけでなく、不当事案も対応してほしい。

○ 国民健康保険法第６５条には、不正利得の徴収につ
いて、都道府県が対応することができる旨規定され
ている。

○ 一方、不当事案は、民法の規定によって区市町村の
債権として返還請求等対応することとされている。

27

○ 「…事務処理規約を制定している。」を「…事務処理規約を
制定しており、必要に応じて広域的な対応を行う。」とする。

○ 御意見として承る。（前段の「広域的な対応が必要
な事務等について」と重複するため。）

28

事項の削除について
○ 現行の運営方針にある「５ 保険者間調整の普及・促進に関

する取組の推進」が改定案では削除されているため、削除せ
ず残してほしい。

○ 今後のオンライン資格確認の運用状況等の動向を注
視し、中間見直しの際に、必要な検討を行う。

29

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項（改定案 P34～45）

１ 保健事業実施計画（データヘ
ルス計画）の推進

○ 保健事業につきましては、被保険者の健康増進と保険給付費
の抑制のために各自治体が取り組んでおりますが、事業効果
が明らかではない保険者努力支援制度の対象事業だけではな
く、各自治体が主体的に取り組む保健事業に対して、新たな
財政措置をご検討ください。

○ 地域の実情に応じて、被保険者の健康保持増進に効
果的と認められる事業を実施した場合は、都繰入金
２号分の交付対象としている。

30

３ 生活習慣病発症・重症化予防
の取組の推進
（１）生活習慣病発症・重症化
予防の取組状況

○ 「生活習慣病の重症化を予防するためには、確実に医療機関
を受診し、…」を「生活習慣病の発症や重症化を予防するた
めには、発症の予兆を感じた際や発症した際には確実に医療
機関を受診し、…」に替える。

○ 第四期医療費適正化計画の記載と整合を図る。 31

○ 「…５つのがん検診の平均受診率や歯科健診受診率が全国の
上位に含まれていることが評価の対象となっている。」を
「…５つのがん検診の平均受診率や歯科健診受診率も評価の
対象となっている。」に替える。

○ 御意見のとおり修正する。 32

15
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改定案の事項 寄せられた意見等 都の考え方

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項（改定案 P34～45） No

４ 加入者の適正受診・適正服薬に向
けた取組
（１）適正受診に向けた取組

○ 「…活用し、令和元年度は10区市町村が、重複・頻回
受診者への訪問指導事業に取り組んでいる。」の下線
（当方で追記）した部分を最新のものにする。

○ 御意見のとおり修正する。 33

５ 後発医薬品（ジェネリック医薬
品）の使用促進
（１）後発医薬品使用促進の取組の
実施状況

〇 「令和４年９月診療分は区市町村国保全体では76.8で
あり、区市町村の傾向を見ると、区部が低く、市町村部
が高くなっている（表34 ）。」とあるが、その内容が正
しいか確認できない。

○ （表34）の文言を削除する。 34

第９章 区市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項（改定案 P46～48）

１ 事務の標準化
（１）オンライン資格確認の普及に
向けた取組

○ 資格確認書については、「被保険者の利便性や医療機関
の事務負担軽減の観点から、資格確認書の様式等の標準
化を検討する」とあるが、具体的な検討のスケジュール
を目安でも良いので出来る限り示してほしい。

○ 資格確認書の標準案については年度内に示す予定
であり、記載の修正を検討する。

35

（３）事務処理基準の統一及び積極
的な情報提供

○ 一項目の文章「～必要な検討を行う。」を「～必要な検
討や対応を行う。」に修正して欲しい。

○ 御指摘のとおり修正する。 36

第１０章 施策の実施のために必要な都及び区市町村間の連絡調整等（改定案 P48～49）

３ ＰＤＣＡサイクルの実施
○ 「…区市町村が担う事業の広域化・効率化を推進するた

めの取組を…」の部分で「広域化」の表現を工夫する。
○ 各章で、広域化に係る具体的な記載をしているこ

とから、御意見として承る。
37

４ その他

○ 「都は、国民健康保険制度について、将来にわたり安定
的で持続可能な制度とするため、中長期の視点から国民
健康保険制度の構造的な課題の検討を行うとともに、各
区市町村の国への要望をとりまとめ、提言していく。」
を追加してはどうか。

○ 国民健康保険運営方針は、都と区市町村が一体と
なって、財政運営、資格管理、保険給付、保険料率
の決定、保険料の賦課・徴収、保健事業その他の保
険者の事務を共通認識の下で実施するとともに、各
区市町村が事業の広域化や効率化を推進できるよう、
都内の統一的な方針として定めるものである。

○ 都は国に対し、国保制度を安定的で持続可能なも
のとするため、提案要求を行っている。
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・国保制度は、被保険者間の相互扶助を基本とした社会保険制度であり、国民皆保険制度の基礎をなすものである。

・保険者である都道府県及び区市町村は、国保制度の安定的な運営の確保及び被保険者の健康保持に向けて取り組む

東京都国民健康保険運営方針（改定案）の概要(答申）

○策定の目的

都と区市町村が一体となって、国民健康保険に関する事務を共通認識の下で実施するとともに、安定的な財政運営及び区市町村

が担う国保事業の広域化・効率的を推進する。

〇根拠 国民健康保険法第82条の2

〇対象期間 令和6年4月～令和12年3月 ＊法改正により運営期間が法定化（おおむね６年）

３年ごとに分析、評価。必要に応じて運営方針の変更

第１章 方針策定の趣旨

第２章 国民健康保険制度の意義と保険者が果たすべき役割

17

下線は、現行の運営方針からの主な改定箇所

※斜字体は、意見公募（パブリックコメント）及び法定意見聴取
後の更新箇所
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〇財政収支の改善に係る基本的な考え方

・決算補填等を目的とする法定外繰入等（解消・削減すべき赤字）の計画的・段階的な解消が図られるような取組が必要

〇赤字解消・削減の取組

・解消・削減すべき「赤字」は、「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」と「繰上充用金の増加額」の合計額

・赤字の解消・削減に当たっては、区市町村それぞれの事情を勘案し、医療費適正化や収納率向上に取り組むとともに、計画

的な保険料（税）率の見直しが必要

・赤字が発生している区市町村については、赤字解消の目標年次を定めた上で、医療費適正化、適正な保険料（税）率の設定

等、計画に定めた赤字削減に向けた具体的な取組を実施

・都は、「区市町村国保財政健全化計画」及び法定外繰入等の額、解消予定年次等を見える化し、公表するほか、各区市町村

の決算状況に基づく分析を行うなど解消・削減すべき赤字要因の分析や対策の整理、必要な助言

・都全体における赤字解消目標年次を設定（未解消自治体数を令和８年度末に35区市町村、令和11年度末に18区市町村を目指

す）

〇財政安定化基金の運用

・貸付・・保険料（税）収納額の低下により財源不足となった場合に、申請に基づき区市町村に行う

・交付・・災害、景気変動などの特別な事情が生じた場合に、申請に基づき区市町村に行う

・取崩・・保険給付費の増大により都において財源不足となった場合に、基金を取り崩す

・財政調整事業・・国民健康保険の安定的な財政運営の確保を図るために必要があると認められる場合に、

決算剰余金について財政調整事業分として積み立てた額の範囲内で基金を取り崩す

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

＊令和４年度より新たな機能として追加された

18
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〇納付金及び標準保険料率の基本的考え方

・将来的には保険料水準の平準化を目指していくが、都内区市町村では医療費水準や保険料（税）収納率の差異があるため、直

ちに完全統一の保険料水準を目指すのは困難

・今後、医療費適正化や収納率向上を推進していくとともに、保険料水準の平準化を図っていく

・まずは、納付金算定において医療費水準等を反映せず、各区市町村の所得水準と被保険者数のみを用いることとすることに取

り組む

〇納付金の算定方法

・納付金算定において、令和６年度から医療費指数反映係数α（現状α＝１）を段階的に引き下げるとともに、個別事情による

納付金調整について共同負担化し、令和12年度までにα＝０とする納付金ベースにおける統一を目指す

・所得係数は都の所得水準に応じた値とする

・αの引き下げ等納付金の算定方法を変更することにより、影響を受ける区市町村が想定されるため、αを段階的に引き下げると

ともに、納付金ベースの統一までの間、都繰入金を活用した経過措置を実施

・緩和措置に活用した都繰入金と同額を区市町村の納付金負担に対して支援（令和６年度から令和11年度までの時限措置）

〇標準的な保険料算定方式

・区市町村において採用されている方式を勘案し、二方式（賦課すべき総額を所得割、被保険者均等割によって按分）とする

・各区市町村の応能割（所得割）と応益割（均等割）は「当該区市町村の所得係数：1」として算定する

〇標準的な収納率

・区市町村ごとに直近の収納率実績を用いて毎年度設定する

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項

19
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○現年分収納率

・全国平均以上の収納率を目標に設定

〇目標収納率

・区市町村別に前年度の現年分収納率実績に対する伸び率を目標設定

・最も高い収納率の区分の場合は維持することを目標

〇収納率向上対策の推進

・国保制度の維持及び被保険者間の負担の公平性の確保の観点から、保険料（税）の確保は重要であり、区市町村は被保険者の

状況に応じてきめ細かく対応

・都は、研修内容の充実・体系化、徴収指導員による実地支援の充実、効果的な取組の横展開等や業務のデジタル化等を支援

第５章 区市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

20

目標収納率

前年度の
現年分収納率

目標収納率

令和６～８年度

85%未満 前年度実績＋1.50pp

85%以上90%未満 前年度実績＋1.00pp

90%以上95%未満 前年度実績＋0.50pp

95%以上97%未満 前年度実績＋0.10pp

97%以上99%未満 前年度または前々年度実績以上

99%以上100%以下 99%以上を維持

前年度の
現年分収納率

目標収納率 令和3年度
達成

自治体数
令和３～５年度

85%未満 前年度実績＋1.50pp 1 / 1

85%以上90%未満 前年度実績＋1.00pp 7 / 9

90%以上95%未満 前年度実績＋0.50pp 17 / 28

95%以上97%未満 前年度実績＋0.10pp 10 / 13

97%以上100%以下 前年度実績を維持 9 / 11

目標収納率（現行） 目標収納率（改定案）

※

※前年度または前々年度収納率も同区分内であることが必要
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〇レセプト点検の充実強化

・都は、専門指導員による助言、都繰入金による財政支援等を実施

〇柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術に係る療養費の支給適正化

・都は、講習会の実施、都繰入金による財政支援、不正事案に係る情報提供等を実施

〇海外療養費の支給適正化

・翻訳・診療内容審査などの区市町村の事務処理の効率化や不正請求防止の一層の推進を図るため、都は情報提供等を実施

〇第三者行為に係る求償事務等の取組強化

・都は、東京都国保連合会等と連携した助言・情報提供、関係機関との協力体制の構築などを通じて第三者直接求償の取組推進等を

実施

・法改正により、令和７年４月から都道府県委託が可能とされるため、国の動向を踏まえ適切に対応

〇高額療養費の多数回該当の取扱い

・都は、区市町村において統一的な運用が行えるよう、随時相談に応じ事例を情報提供

〇都道府県による保険給付の点検、事後調整

・都は、広域的・専門的見地から、区市町村が行った保険給付の点検等を実施

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項
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〇都は、第四期東京都医療費適正化計画等に掲げる関連施策との整合性を図り、都内全体の健康水準の向上や医療費適正化に資

する取組を進める。

〇保健事業実施計画（データヘルス計画）推進

・データヘルス計画は、データヘルス計画策定の手引き（令和5年5月18日改正）において、都道府県単位で標準化することとされた。

・区市町村：データを分析して地域の健康課題を把握し、目標や評価指標を設定して、健康課題の解決に向けて効果的・効率的な保

健事業を実施するための計画を策定、ＰＤＣＡサイクルに沿った事業展開 等

・都：区市町村が計画策定に活用する「標準化ツール」及び計画の目標や評価指標の設定に活用できる「共通評価指標」を提供、

「標準化ツール」及び「共通評価指標」により把握した内容を活用し、効果的な保健事業の実施を支援 等

〇特定健診・特定保健指導の推進

・令和6年度からの第4期特定健診等実施計画期間からは特定保健指導の評価方法にアウトカム評価が導入される。

・区市町村：特定健診を受けやすい環境の整備、特定健診・特定保健指導実施率向上に向けた効果的な取組 等

・都：実施率向上に向けた効果的な取組の横展開、アウトカム向上に向けた先進的な事例の収集等、都繰入金を活用した特定健診・

特定保健指導の実施率向上の支援 等

〇生活習慣病発症・重症化予防の取組の推進

・保険者には、循環器病の発症予防と早期発見に向けた取組や知識の普及啓発が求められている。

・区市町村：被保険者の健康に対する気づきにつながる取組等、生活習慣病や生活習慣病予備群の人に対して医療機関への受診勧奨、

保健指導等の取組、糖尿病性腎症重症化予防の取組 等

・都：糖尿病性腎症重症化予防プログラムを必要に応じて改定、特定健診等の機会を捉えた循環器病の発症予防の啓発を促進 等

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項

22
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〇加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組

・医療費適正化に関する施策についての基本的な方針（令和5年7月20日一部改正）では、多剤投与の取組対象の拡大、抗菌薬処方の

適正化やリフィル処方箋の活用により、医療資源の効果的・効率的な活用の推進を図ることとされている。

・区市町村：関係機関と連携して重複・多剤服薬者に服薬情報通知、服薬指導 等

・都：関係機関と連携し広域的な調整や事業の推進体制の構築支援、保険者協議会と連携し、適正服薬の向上等に関する普及啓発 等

〇後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進について

・国は令和５年度に後発医薬品使用促進の目標を見直すこととしており、バイオ後続品についても目標を設定している。

・区市町村：被保険者への理解促進、差額通知の送付等による後発医薬品への切替えの促進及び切替効果額の検証、地域の関係団体

との連携促進 等

・都：レセプトデータ等を活用した区市町村別の使用割合の分析・提供、国の目標設定を踏まえた目標及び必要な取組の検討 等

〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組の推進

・健康保険法等改正法により、令和２年４月から区市町村国保の保健事業及び後期高齢者の保健事業と介護保険の地域支援事業とを一体的に

実施することが規定

・区市町村:高齢者医療、健康づくり、介護等の庁内連携体制の整備

医療専門職を配置し、高齢者一人ひとりの医療・介護等の情報を一括把握するとともに、地域の健康課題を分析、事業企画

通いの場等への積極的関与 等

・都：令和6年度までに全区市町村で一体的実施が取り組めるよう東京都後期高齢者医療広域連合と連携して必要な情報提供、取組事例の紹介、

区市町村が配置する医療専門職の人材育成等

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項
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〇事務の標準化

・オンライン資格確認の普及に向けた対応

マイナンバーカードと被保険者証の一体化に向けて、都は、区市町村業務が円滑に進むよう、情報提供や国への提案など区市町
村を支援
また、資格確認書の標準案を示すなど、事務の標準化を目指す

・市町村事務処理標準システムの導入 事務の広域的及び効率的な運営の推進）

区市町村は、令和７年度末までにガバメントクラウドの活用を伴うシステム標準化を実施

都は、各区市町村のシステム運用等に関する情報を収集し、令和７年度末までの導入年度ごとの市町村数を記載したスケジュー

ルを策定・システム標準化の進捗状況を把握するとともに、区市町村に適宜情報提供を実施

・事務処理基準の統一及び積極的な情報提供

都は、各区市町村の事務処理基準について区市町村と検討・対応、事務処理の方法について情報収集し区市町村に提示

〇事務の効率化に向けた検討

・今後も引き続き、区市町村事務の実態を踏まえ、事務の効率化について区市町村と検討

○保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関係施策との連携

・都の取組 国保部門と保健医療部門等の連携推進 等

・区市町村の取組 地域包括ケアに関する会議体・地域ネットワークへの国保部門の参画 等

〇国保データベース（ＫＤＢ）システム等情報基盤の活用

・都は、ＫＤＢシステム等の健診・医療に係る情報基盤を活用し、地域の健康課題等の把握、区市町村等への必要な助言及び支援を

実施

・

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

第９章 区市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項

24
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〇国保連携会議の開催

・運営方針に係る事項等について、都、区市町村、東京都国保連合会からなる東京都国民健康保険連携会議を開催し、きめ細かく

協議

〇広報・普及啓発活動

・被保険者に向けた広域的な普及啓発等、医療費適正化の取組に係る関係団体への協力依頼等を実施

〇ＰＤＣＡサイクルの実施

・ＰＤＣＡサイクルを循環させるため、本運営方針に定める取組について、都繰入金の交付基準や指導検査計画等に反映・実施

第１０章 施策の実施のために必要な都及び区市町村間の連絡調整等
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東京都後期高齢者医療広域連合高齢者保健事業実施計画

（データヘルス計画）案に対する意見

住所 東京都豊島区南大塚 2-33-10 東京労働会館６階

氏名 東京社会保障推進協議会 会長 吉田 章

意見

住所 東京都豊島区南大塚 2-33-10 東京労働会館６階

氏名 東京社会保障推進協議会 会長 吉田 章

意見

１，QOL の維持・向上のため、フレイル・介護予防の取組の重要性が記載されていま

す。その点での補強として、今、関心が高く、欧米に比して遅れている加齢性難聴に

対する調査と対策を加える必要があると考えます。質問票に加齢性難聴に関する項目

を入れてください。また、健康診査の項目に聴力の項目を加え、市区町村が実施する

場合に専門家派遣や費用等の補助もしてください。

２，医療費適正化に係る事業において、ジェネリック医薬品使用促進事業が記載され

ています。ジェネリック薬への切り替えは、医療費抑制の観点だけからではなく、薬

効や費用について被保険者が医師や薬剤師と情報共有をはかり、納得の上でジェネ

リックに切り替える様にして丁寧な説明をしてください。

また、ジェネリック医薬品の供給不足、不安定供給の中で「差額を載せない普及啓発

リーフレット送付」としていますが、事実を隠す様なやり方ではなく、被保険者に対

してそうした状況やその背景も説明すべきです。被保険者を主体的に扱わない考え方

は如何なものかと思います。

また、先発品とジェネリックの差額について保険給付からはずすという方向性が国

で検討されている様なので、供給不足の状況を踏まえないでの保険はずしや患者負担

のさらなる増に反対ですし、被保険者の不利益にならない仕組みを構築してください。

以上
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「第４期東京都後期高齢者医療広域連合高齢者保健事業実施計画（データヘルス計画）案」

に寄せられた意見について 

 

令 和 ６ 年 ２ 月 ８ 日 

東京都後期高齢者医療広域連合 

 

「第４期東京都後期高齢者医療広域連合高齢者保健事業実施計画（データヘルス計画）案」

について令和６年１月 19 日から令和６年２月２日までご意見を募集したところ、２件のご

意見を頂きました。 

 ご意見については、パブリックコメントの対象となる内容について、概要及びご意見に対

する考え方を公表させていただきます。 

 今後とも後期高齢者医療制度の推進にご協力いただきますよう、よろしくお願いします。 

 

ご意見の概要 ご意見に対する考え方 

都内自治体の高齢者保健事業担当者で

す。詳細なデータ分析の結果を拝見し、健

康課題や自治体ごとの状況を把握する機会

となりました。東京都の平均値だけでなく、

区市町村の数値がグラフ化され、第 1 位～

第 5 位まで表に掲載されていることで、自

分の勤務する自治体がどのような位置づけ

なのか、傾向をより深く知る機会となりま

した。 

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実

施」を、次期計画で重点施策に挙げていま

すが、介護予防の視点で、要介護（支援）認

定者の有病状況について市区町村別の表の

掲載があると、自分の勤務先の自治体の状

況をより深く理解することができると思い

ました。 

一体的実施事業を推進していく上で、フ

レイル、介護予防の視点からも、様々なデ

ータ分析により、地域の特性などの把握も

重要になると考えます。 

 今回の計画に掲載できる情報に限りがあ

るため、全ての分析結果を掲載することは

できませんが、構成市区町村に対しまして

は、計画に掲載している分析結果以外にも、

市区町村別の比較が可能となる分析結果を

共有させていただきます。内容につきまし

ては、主に一体的実施事業に活用できる視

点で考えていますので、要介護（支援）認定

者の有病状況についても市区町村別の情報

を提供させていただく予定です。 

QOL の維持・向上のため、フレイル・介

護予防の取組の重要性が記載されていま

す。その点での補強として、今、関心が高

く、欧米に比して遅れている加齢性難聴に

対する調査と対策を加える必要があると考

えます。質問票に加齢性難聴に関する項目

健康診査事業は、単なる疾病等の早期発

見にとどまらず、令和２年度からは高齢者

の質問票も導入され、その情報を活用しな

がら高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施事業において、フレイル・介護予防へ

の取組みを開始しています。 
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を入れてください。また、健康診査の項目

に聴力の項目を加え、市区町村が実施する

場合に専門家派遣や費用等の補助もしてく

ださい。 

 

医療費適正化に係る事業において、ジェ

ネリック医薬品使用促進事業が記載されて

います。ジェネリック薬への切り替えは、

医療費抑制の観点だけからではなく、薬効

や費用について被保険者が医師や薬剤師と

情報共有をはかり、納得の上でジェネリッ

クに切り替える様にして丁寧な説明をして

ください。 

また、ジェネリック医薬品の供給不足、

不安定供給の中で「差額を載せない普及啓

発リーフレット送付」としていますが、事

実を隠す様なやり方ではなく、被保険者に

対してそうした状況やその背景も説明すべ

きです。被保険者を主体的に扱わない考え

方は如何なものかと思います。 

加齢性難聴に対する取組みに関しては、

重要であると考えていますが、この件に関

しましては、国においても方向性を検討し

ている最中であるため、今後も国の動向を

注視しつつ、取組みについては、慎重に検

討を進めたいと考えます。 

 

ジェネリック医薬品の差額通知及び啓発

リーフレットにつきましては、送付文に「被

保険者がかかりつけの医師や薬剤師と十分

にご相談いただき、ご本人が納得されたう

えで切り替えてください。」と記載させてい

ただいています。また、供給不足の情報に

ついてもリーフレットに記載しています。 

広域連合が周知すべき内容については、

引き続き丁寧な説明で、被保険者へご理解

をいただけるような周知を心掛けます。 
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募集内容：「東京都高齢者保健福祉計画」中間のまとめへの意見

募集期間：令和６年２月１日から同年３月１日まで

氏  名：東京社会保障推進協議会

住  所：東京都豊島区

職  業：任意団体

意  見：

＜該当ページ＞5

＜意見内容＞「地域で支え合いながら、高齢者が、 ①経験や能力を生かして居場所を持って、いきい

きと活躍し、心豊かに暮らす、②自らが望む暮らし方を主体的に選び、安心して暮らし続けることがで

きる 東京の地域づくりを推進していく。」に変更する。「役割を持って」とすると、役割を果たさなけ

ればならないと脅迫することになり兼ねない。また、「地域特性に応じて」とすると何を特性とするか

で考え方の違いが生じ、その内容で制限をかけられることになり兼ねない。例えば、地域特性をオフィ

ス街とされると、住み続けてきた地域であろうとそこに住むことが除外される恐れがある。

＜該当ページ＞44

＜意見内容＞「医療や介護のサービスが必要な高齢者のために居宅サービスや施設サービス、地域密着

型サービスなど介護サービス基盤をバランスよく整備し、介護が必要になっても高齢者がそれらを利用

しながら住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう取り組みます。」と変更する。基盤整備さ

れても、人員不足や高い利用料で必要に応じて利用できないことが無い事を明確に示すため。

＜該当ページ＞45

＜意見内容＞「地域のあらゆる住民が役割を持ち」を「地域のあらゆる住民が」に変更する。「役割を

持ち」があることによって、東京都が高齢者に対して役割を果たさなければならないと脅迫しているニ

ュアンスがある。

＜意見内容＞「デジタルデバイド是正」を「行政がデジタル活用できるように高齢者への援助」に変更

する。「是正」とはデジタルを使えないことが悪い事なのか、使うように強制するのか、東京都の高圧

的態度と思える。

＜該当ページ＞186

＜意見内容＞「介護人材の確保・定着・育成に向け、介護の仕事の魅力を発信していくとともに、処遇

改善、資格取得支援や職場体験、宿舎借り上げ支援、デジタル機器や次世代介護機器の導入支援など、

総合的な取組を進めていきます。」と処遇改善こそ重要なので加筆する。

「介護現場の生産性向上といったさらなる職場」の記載は削る。生産性の向上と職場環境の改善は単

純に関連しているものではない。

＜該当ページ＞186、187

＜意見内容＞「資格取得支援や職場体験、宿舎借り上げ支援」に「処遇改善、質向上のための専門機関

での就学支援」の記載を加える。

＜該当ページ＞188
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＜意見内容＞介護の処遇改善の項目は、処遇改善を報酬改定だけに求めているが、今回の報酬改定でも

全産業平均賃金とは程遠く、物価高にも届かない僅かな改善だけである。そこで「介護職員の処遇改善

は待ったなしの課題であり、今後の介護職員確保、都民への介護サービス提供を考えても放置すること

はできません。国が改善するまでの間、東京都が独自に処遇改善をすることを検討します」と加える。

＜該当ページ＞194

＜意見内容＞取組に「介護の専門性について広く周知するとともに、専門性を取得するための専門学

校、大学の紹介や、就学支援制度の周知を行います。」とともに「介護の専門性や質の向上のために、

定数割れで運営が厳しくなっている専門学校への支援も行っていきます。」と専門の教育機関への支援

を加える。

＜該当ページ＞200

＜意見内容＞取組に「現場介護職員がセミナーなどへ参加できるように、東京都がその業務を埋めるた

めの職員派遣を行います」と参加するための条件整備を追加する。

＜該当ページ＞205

＜意見内容＞課題に「円高や物価高騰の中では、外国人の人権擁護、処遇改善とともに介護職の専門性

を認め、地位向上をはかる事が不可欠です」を追加する。すでに日本は海外から介護職先として賃金の

安さだけでなく、外国人に対する人権意識の低さ、介護職の地位の低さなどで選ばれなくなっている。

＜該当ページ＞213

＜意見内容＞「主任介護支援専門員の確保・育成を確実に行うことが求められています。そこで各自治

体が主任介護支援専門員を育成することが必要です。」と自治体の役割も加える。

「研修受講に係る受講者の負担が大きいため、研修の時間と質を確保した上で、オンラインによる研

修実施等により、負担の軽減を進めることが重要です。」と時間の確保を追記する。 また、マネジメン

トの質というが、何をもって質を評価するのか明確に記載して欲しい。

＜該当ページ＞214

＜意見内容＞「今後、介護サービス需要拡大が見込まれることも踏まえ、介護支援専門員の確保や離職

防止のための取組を行うことが重要です。そのために国が処遇改善を講じるまでの間、東京都は先行し

て処遇改善を行うことを検討します。」とする。専門性に見合った給与になっていないことが、介護支

援専門員の離職の要因になっていることを踏まえるとともに、喫緊の課題であることから都が率先して

実行する必要がある。

施策の方向の「介護支援専門員の資質向上を図るため、基礎的及び専門的な研修を実施します。」の

次に「また介護支援専門員の義務となる研修が増えるため、研修受講を補償する制度や体制を整えま

す。」を加える。

「介護支援専門員が継続して働けるよう、法定研修受講料への補助を実施し、研修受講に係る費用負

担を軽減します。」とあるが、実際には各自治体で研修費に格差があるので、これを統一するよう東京

都が支援をするべき。

「事務職員の雇用経費全額を補助し、」と部分的補助では運営が厳しいので追記する。
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＜該当ページ＞225

＜意見内容＞「高齢者の多様なニーズを踏まえ、都営住宅・公社住宅など公共住宅や賃貸住宅、高齢者

向け施設などの住まいが」とする。高齢者の都営住宅募集倍率をみても大きなニーズであるのに、公

営、公共住宅が抜けてしまっては自治体としての責任放棄と思える。

「災害時等における要配慮者対策に取り組む区市町村を支援するとともに、東京都は広域的な観点か

らの対策・取組を行い、高齢者の安全・安心を確保します。」とする。自治体の境界線で対策を区切る

だけでは対策となりえないし、不合理、非効率も生ずることから都は広域的観点から各自治体の取組を

把握し、広域の観点からそれらを補強する対策が必要である。

＜該当ページ＞230

＜意見内容＞「都営住宅、公社住宅など公共住宅等については、新規建設、ストックを有効に活用しつ

つ、少子高齢化などの」と高齢者の都営住宅募集倍率をみても大きなニーズに応えることから新規建設

を追加記載する。

「住宅確保要配慮者専用住宅の改修や家賃低廉化、家賃債務保証料に係る貸主等への補助を行う区市

町村に対する財政支援及び、区市町村間での不均衡が生じない様に東京都が直接補助を行うことに加

え、」とする。住むところによって都民間に不均衡があるのはおかしい。

＜該当ページ＞236

＜意見内容＞「高齢者向け住宅等の供給を促進するとともに、安心して暮らし続けるためにも低廉な家

賃となるよう、家賃補助制度などの施策にとりくんでいきます。」と家賃値上げや、立ち退きを迫られ

て近隣では高家賃であるために住めなくなる場合などがあるので、項目を加筆する。

＜該当ページ＞263

＜意見内容＞「高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して生活できるよう、東京都や区市町村がそ

の基盤整備・体制確保・財政支援などの役割を果たすとともに、地域住民による支え合い・助け合い活

動や見守りネットワークの構築を支援します。」とする。行政の責任について記載されていないのは責

任放棄である。

＜該当ページ＞265

＜意見内容＞「また、地域における支え合いの仕組みづくりだけでは、継続性や確実性等の点で限界が

あります。地域の状況に応じて東京都や区市町村の支援や直接的な関与も必要です。」を加える。住民

や任意組織にだけに頼るのは自治体としての責任放棄である。

＜該当ページ＞271

＜意見内容＞「都独自の整備費補助や安定的運営のための運営費補助を行うなど、家族介護者が安心し

て暮らせるよう、介護サービス基盤の整備を支援します。」とする。コロナ禍や物価高の中で、特に地

域に密着した零細小規模事業所の運営が厳しくなっており、すぐにでも対策をしないと地域からの介護

崩壊が起きる。
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＜該当ページ＞272

＜意見内容＞「区市町村間の知識の共有や連携を推進し、住民サービスの向上を支援します。また、地

域包括支援センターで専門的人材が確保・配置できるように支援します。」とする。所属職員の研修や

連携、情報交換だけでは多様で複雑な対応は追いつかない。人を確保して増やすことが必要である。

＜該当ページ＞299

＜意見内容＞「在宅療養の現場で、医療従事者が安心して在宅医療に従事できるよう、在宅医療従事者

が患者やその家族から受けるハラスメント対策の取組を推進していきます。具体的には事例対応なども

含めた無料研修の開催、防犯ブザーの無料配布、弁護士などによる無聊相談窓口の設置、担当者会議で

合意があれば、複数訪問加算分の補助等を実施していきます。」と具体的に加筆して欲しい。

「在宅療養の現場における災害時や新興感染症の発生・まん延時等にも対応できるよう、防災・感染

BPC の作成援助や実践訓練のサポートをはじめ、関係団体等と協力して、地域における保健・医療・福

祉関係者間の連携体制の強化を図っていきます。」と必要な支援を加筆する。

＜該当ページ＞306

＜意見内容＞「医療的ケアが必要な要介護高齢者、障がい者（主に精神）、小児医療的ケア児の増加

等、介護保険だけでなく医療保険で訪問する対象患者の増加により、訪問看護の重要性は今後も高まっ

ていく見込みです。」と具体的に記載して欲しい。

「年々増加しているものの、管理運営の課題が多く停・廃止の事業所も増えており、１ステーション

当たりの看護職員数は平均で常勤換算 5.3 人となっており、運営体制等の規模は小規模なものが多い

状態です。」と実態を加筆する。

「そのため、管理者等を育成・支援するとともに、ハローワークやナースプラザ等が人材確保の目標

を持つことにより、訪問看護ステーションの人材育成体制の整備」と従来から踏み出した記載とする。

「看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回随時訪問等の地域密着事業へ参入等の訪問看護ステーショ

ンの多機能化等を図るとともに、それら事業への理解とサ高住等の介護施設への訪問看護連携、居宅だ

けではなく訪問先での従事者間の連携など連携を図ることが重要です。」と内容が一般的には知られて

いない事業への理解と患者・利用者に関わっている従事者間の連携が重要であるので加筆する。

＜該当ページ＞307

＜意見内容＞「訪問看護の重要性や魅力をＰＲします。また、東京都が看護協会とともに訪問看護ステ

ーションを対象とする就職フォーラムを開催します。」として欲しい。

「訪問看護師の勤務環境の向上を図るため、東京都が代替職員を派遣するなど、看護職員の産休・育

休・介休及び病欠の取得を支援します。」と病欠を追加する。

「訪問看護師の労働意欲の向上や定着の促進、訪問看護師全体の質の向上を図るため、新人、管理者

研修、認定看護師資格取得及び特定行為研修の受講を支援します。」と新人・管理者を追加する。

「訪問看護師確保のために、コロナ禍の加算で生じた病院看護師との給与格差を埋めるための処遇改

善を国に求めるとともに、国が改善するまでの間、東京都が独自に処遇改善をすることを検討しま

す。」を項目として加える。

・【拡充】地域における教育ステーション事業〔福祉局〕の記載に「また、教育ステーションでの実

践報告をすべてのステーションで参考にできるよう、東京都訪問看護ステーション協会のホームページ

54



5

などへ掲載します。」と情報共有を加筆して欲しい。

＜該当ページ＞310

＜意見内容＞「訪問診療を実施していない医師、看護師、ソーシャルワーカー、事務職員等に対し、在

宅療養に関する理解の促進を図るためのセミナー」と具体的に記載。

＜該当ページ＞359

＜意見内容＞「地域包括ケアシステムの深化・推進のため、区市町村が地域ごとに適切な地域包括ケア

システムのマネジメントを行えるよう支援します。また、東京都は地域住民へ必要なサービスが提供さ

れ、提供されるサービスでの都民格差が生じない様に区市町村を支援します。」と地域格差を是正する

都の役割を記載する。

「地域包括ケアシステムの中核的な役割を担う地域包括支援センターの人員確保を支援するととも

に、機能強化を図ります。」と人員確保について追記する。

＜該当ページ＞364

＜意見内容＞「地域包括支援センター機能の強化のために、人員確保のための支援を行います。」の項

目を加える。強化どころか機能するためには専門職も含めた人員確保がどうしても必要な現実を見てい

ないのではないか。その上に職員の力量強化が成立する。

＜該当ページ＞372

＜意見内容＞「デジタル機器や次世代介護機器の導入についての補助やソフトの無料配布等を実施し、

職場環境の整備に取り組む介護事業者を支援します。」とソフト導入支援を追加する。

「また、訪問介護や看護事業者へのモバイル機器やソフトへの補助を行います。」を追記する。

＜該当ページ＞374

＜意見内容＞「デジタルデバイド是正」を「行政がデジタル活用できるように援助する取組も併せて展

開していきます。」にする。「是正」とはデジタルを使えないことが悪い事なのか、物理的に使えない人

もいるし、財政的に機器を持てない人もいる。使うように強制するのか、東京都が高齢者の様々な実態

を踏まえず、DX を強行したいだけの高圧的態度が現れている。

＜該当ページ＞なし

＜意見内容＞意見提出にあたってフォームが決まっており、それに沿って記載するのは困難である。該

当ページを記載するフォームなので、ある記述に対して修正意見を出す場合、それと同じ記載のあるす

べての該当ページに対して意見内容記載を繰り返すのか、該当ページすべてを書き出すのか？これは意

見提出を困難にするやり方としか思えない。特に電子専用フォームは 2件までしか一度に記載できず、

項目が多い場合には繰り返し、氏名、住所を入力しないとならない。

こうしたフォーム記載はとても意見提出を求める態度とは思えず、それを阻もうとする態度としか思

えない。意見提出のフォームはやめるかせめて推奨とすべきである。
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日時４月２７日(土)13時開場 

原告の方には交通

費がでます。 

地裁判決日は6月13日 

けんせつプラザ東京 

（新宿区北新宿1-8-16） 

時間13：30～16：30 
場所けんせつプラザ東京5階 

56



57



税込3,840円（ 送料込）

  税込550円（ 送料別）

・ 送料別）税込3,840円（ 送料込）

単品
申し 込み

を

ジェンダー平等推進を！
「 ジェンダーと 社会保障」 特集号

N o .513　 3月10日発行

特
集
号
の
ご
紹
介

コ ト ノ ハ 新日本婦人の会会長 米山 淳子

性差別をなく すために
――子育てと ジェ ンダーバイ アス 弁護士 太田 啓子

「 男性一人働き 主義」が日本を壊す
――多様な働き 方に即し たセーフ ティ ネッ ト を

ジャ ーナリ スト 竹信 三恵子

Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ Ｑ を取り 巻く 課題について
当事者意識を持っ て考えてみる 全日本民医連 杉山 基樹

シンママ大阪応援団の活動から 見えてき たシンママ世帯の
リ アルと サポート 大阪社保協事務局長 寺内 順子

女性の低年金と ジェ ン ダー問題
年金者組合副委員長 廣岡 元穂

ジェ ンダー問題を学ぶ「 ジェ ンダーと 社会保障」 特集
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４月２０日(土)
１３時 ～ １７時半

日 時

場 所

講義：「貧困を生み出す
社会構造から考える貧困対策」

志賀 信夫(大分大学福祉健康科学部准教授)

報告：「路上の医療相談活動に参加して」
高橋 真由(中野共立診療所事務・前東京民医連医学生担当)

講義：「貧困支援の実態と課題」
大西 連(認定NPO法人 自立生活サポートセンター・

もやい理事長)

報告：「無料低額診療の実態と課題」
石川 藍(橋場診療所事務長)

けんせつプラザ東京
＆ オンライン

(裏面地図)

資料代 500円(会場参加のみ)

今回は貧困をテーマに

(１２時半開場) (終了予定)
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https://forms.gle/vks8vw9kzeJiRXD28

けんせつ
プラザ東京
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第５１回 東京社保学校 日程・役割分担（案） 

2024.3.18 現在 

日 時：４月２０日(土)、１３時～１７時半（閉会予定） 

場 所：けんせつプラザ東京（100名まで） ＆ オンライン（100名まで） 

 

タイムテーブル： 

12：00 集合・設営準備開始 

設営：専従者、土建 

 

12：30 受付開始 受付：     オンライン受付： 

13：00 司会： 

開校あいさつ：司会 

13：02 講義：「貧困を生み出す社会構造から考える貧困対策」 

志賀 信夫（大分大学福祉健康科学部准教授） 

14：32 質疑応答：質問（ZOOMはチャットで、会場は挙手で） 

14：45 休憩 

 

14：55 報告：「路上の医療相談活動に参加して」 

高橋 真由（中野共立診療所・前東京民医連医学生担当） 

15：15 質疑応答（ZOOM、会場ともに挙手か声をだして） 

15：20 講義：「貧困支援の実態と課題」 

大西 連（認定ＮＰＯ法人 自立生活サポートセンターもやい理事長） 

16：40 質疑応答（ZOOM、会場ともに挙手か声をだして） 

16：50 報告：「無料低額診療の実態と課題」 

石川 藍（橋場診療所事務長） 

17：20 質疑応答（ZOOM、会場ともに挙手か声をだして） 

17：25 閉校あいさつ：吉田 章（東京社保協会長） 

17：30 後片付け 土建、専従者＋α 

 

終了後 講師・報告者と懇親交流を予定（参加可能な方のみ。会費別途） 

 

 
Ｗｅｂ参加の方へのお願い 

・発言時以外は、ミュート設定にして下さい 
・ビデオはできるだけオンにして下さい 
・質問は、できるだけチャットに記載ください 
・記録のために録画を行いますので、ご了解ください 
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第５４回東京社保協総会 日程 

［日時］５月１８日(土)、10 時～16 時（延長しても 16 時 30 分） 

［場所］けんせつプラザ東京（100 名まで）＋オンライン（ZOOM：アカウント東京社保協） 

･･･ZOOM ホスト PC・録画（東京土建）＋サブパソコン（東京土建） 

 

午前中は、総括と方針の報告・提案を、午後は活動経験交流を中心に開催します。 

都団体と地域社保協から、１団体当たり７分以内の発言を要請します。 

＜タイムテーブル(案)＞   （討論の発言は順不同） 

  09：00 設営準備開始 有志 

 09：30 受付開始 パソコン：    会場：土建、民医連 

 10：00 司会 （    ）（        ）＜ZOOM 参加者へのお願い＞ 

 10：02 議長選出 

10：05 開会あいさつ （     ）副会長 

10：10 来賓あいさつ 

 10：30 第 54 回総会 

  第 53 期活動のまとめと 53 期決算、第 54 期の活動方針 窪田 光 事務局長 

  11：20 53 期会計監査報告 （     ）会計監査 

 11：25 54 期予算案提案  窪田 光 事務局長 

  11：30 質疑応答    ＜質問が出ない場合、ＤＶＤ上映（人間裁判）＞ 

12：00 昼食休憩 各自昼食 

 13：00 討論 ① 東京医労連「介護保険と処遇改善の課題」 

 13：08    ② 福祉保育労東京地本「処遇改善」 

 13：16    ③ 東京地評「最低賃金」 

13：24    ④ 都生連「生存権裁判東京の現状と展望」 

 13：32    ⑤ 東京民医連「介護報酬改定について」 

13：40    ⑥ 東商連「インボイスと消費税」 

13：48    ⑦ 都立病院の充実を求める連絡会「独法化とその後の課題と影響」 

13：56    ⑧ 東京保険医協会「マイナ保険証と保険証廃止反対の取り組み」 

14：04    ⑨ 東京土建「               」 

14：12 休憩 

14：30    ⑩ 東京高連「後期高齢者医療保険問題」 

14：38    ⑪ 葛飾社保協「いのちとくらしを守る！生活支援・相談ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」 

14：46    ⑫ 足立社保協「介護保険料とパブコメ」 

 14：54        ⑬ 北区社保協「地域での生活相談活動」 

15：02    ⑭ 台東社保協「            」 

15：10    ⑮ 練馬社保協「            」 

15：18    ⑯ 板橋社保協「            」 

15：26    ⑰ 八王子社保協「            」 

15：34    ⑱ 江戸川社保協「            」 
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 15：42    ⑲ 西多摩社保協「           」 

 15：50  休憩    

16：10 役員提案・紹介 小川 均 事務局次長 

16：15 議案採択 

16：18 新役員あいさつ      会長 

16：28 議長解任 

16：30 閉会あいさつ  副会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 54 回東京社保協総会 役割分担 

 

会場設営：小川、窪田、土建、来た人 

設備設置（パソコン、プロジェクタ、音響）：東京土建 2名 

室内看板：パワポ表紙で代用 

会場とオンライン受付：東京土建、小川 

司会進行（Web 参加へのお願いをお願いします）：（   ） 

総会議長（Web 参加へのお願い、会場発言は所属と氏名、議案採択は拍手で）：（   ） 

 

メッセージ：文書配布･･･なし 

チャットチェック・写真記録：小川 

 

 

 

 

Ｗｅｂ参加の方へのお願い 

・発言時以外は、ミュート設定にして下さい 

・発言時以外も、できるだけビデオオンにして下さい 

・質問や発言の通告は、できるだけチャットに記載ください 

・記録のために録画を行いますので、ご了解ください 
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